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第 2 章平成 18 (2006 ）年シンポジウム報告

f企業と学校が連携する環境教育～持続可能な社会に向けて協働する地域社会～J

第 2章平成 18(2006 ）年シンポジウム報告

「企業と学校が連携する環境教育～持続可能な社会に向けて協働する地域社会～J

平成 18 (2006 ）年 3 月 10 日（金曜日午後 3 時半から 7 時まで）、法政大学市ヶ谷キャンパスの

ボアソナードタワー・スカイホールにて、法政大学地域研究センターが主催して、千代田区と千

代田区教育委員会による協賛と環境省の後援により、「企業と学校が連携する環境教育～持続可能

な社会に向けて協働する地域社会～J のテーマのもとにシンポジウムを開催した。当日は平日に

も係わらず多数の企業関係者や大学生、大学院生などの参加があったが、残念なことに学校関係

者の参加が極端に少なかった。しかし、企業と環境教育との関連といった大変興味深い内容であ

っただけに、シンポジウム終了後の交流会にも大勢の参加があり、参加者の間で最後まで熱心に

さまざまな議論が取り交わされていた。

シンポジウム開会に先立ち、法政大学地域研究センタ一所長で法政大学常務理事の永井進が主

催者側を代表して挨拶し、それに続いて平成 17 (2005 ）年度の千代田学の調査研究報告を第 1

節とした。第 2 節では、環境省環境教育推進室室長の渋谷昇太郎氏による、「企業の協力が環境

教育を推進する Jのテーマで、講演をいただき、続いて千葉大学教育学部助教授の藤川大祐氏には、

「環境教育に果たす企業の役割と課題～企業と学校が連携する要件とは～」と題し、講演いただ

いた。第 3 節では、二つの基調講演を受けて、「企業と学校が連携する環境教育の実現と推進に

求められるものは？ J と題して、わが国の第一線で実践し活躍されている環境教育関係者 5名に

パネルデ、イスカッションをお願いした。基調講演およびパネルデ、イスカッションは逐語録として

報告する。第 4 節は、当日のアンケート調査の集計結果の報告である。

第 1節 千代田学プロジェクトの概要報告

（千代田学プロジェクト経過報告）

図 2-1

「千代田学プロジェクトJ報告

1、干代田区の地域特性

2、平成16 年度の調査

3、平成17 年度の調査

札環境教育のマクロ的考察

5、主体の多様化がもたらすもの

6 持続可能な開発

ア、まとめ

札提言
20。6/03/10 2量蔵文章亀噂情究センター

本日のシンポジウムの眼目である平成 17

(2005 ）年度の千代田学プロジェクトの経過

報告をさせていただきます。報告は 8 点（図

2・1）について述べさせていただきます。平成

16 (2004 ）年度、千代田学としてどのような

調査研究をしょうかということになったわけ

ですが、第一に考えましたのは千代田区の地

域特性を調べてみようということでした。少

なくとも政策を検討するにしては地域特性に

密着したものを考えなくては意味が無いので

はなし、かということです。
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「企業と学校が連携する環境教育～持続可能な社会に向けて協働する地域社会～」

（千代田区の地域特性）

図2-2 区域図（千代田区）

2αl6/03110 湾政大学地調匝研究セン，＿

特に千代田区の地域の特性は次の三つの点

について調査しました。①地理的な状況、②

千代田区の人口構成、③区内にどのような事

業所が存在しているかということです。地理

的な条件としましては、左の図（1-1 区域図）

のように、だいたい四角形の千代田区域が 12

平方キロメートルくらいの面積があり、真ん

中の赤い色が皇居です。皇居が全体の面積の

12% を占めています。図の上のこの部分と、

この部分にだいたい夜間人口の方が住んでお

られまして、図の下のほうはほとんどがいわゆるビジネス街です。それぞれの人口構成は、住民

票に登録されている人員が 4 万 1 千人、昼間人口の事業所にお勤めの方々が 85 万人、これ以外

に移動人口として約 3 万人程度が学生だとされております。従いまして、昼間は 100 万人くらい

の人口が 12 平方キロメートルの中に存在するということです。

一方事業所はといいますと、約 3 万 5 千あり、この中に上場企業の本社が 300 社ございます。

それと ISO の認証取得業者が 175 カ所、これは 300 社と若干重なっているところがございます

が、このような状況です。さらに言えば国会議事堂があります。それから首相官邸があります。

そして最高裁判所もある。国の官公庁のほとんどが千代田区にあるといった状況が千代田区の地

域特性と言えます。

他の地域と比較してみますと、建物の延べ面積の 60% は事業所が占めております。そして 10%

が官公庁です。そして住宅はわずか 5% 、そして昼間人口指数というのがありまして、これは、

「夜間人口／昼間人口×100 」ということで指数化されるわけですが、これが千代田区の場合は

2,268 ポイント、 23 区の平均は 100 から 150 ですが、 100 ということは、昼間人口と夜間人口が

ほぼ同一になるわけです。このような状況が千代田区の地域の特徴を示しております。

（平成 16 (2004 ）年度調査とその成果）

そして、この地域特性を踏まえて平成 16 (2004 ）年度では、どのような調査を行ったかとい

いますと、千代田区の関係各主体の環境意識・行動調査と、主体関連携についての調査研究でし

た。これは 300 社ある上場企業の本社機能が一体地域社会とどのような関係をお持ちなのかとい

うことが調査の目的でした。そしてこのアンケート調査、ヒアリングから、大変注目すべきこと

としまして、 6 社が環境教育の支援活動をしたい、地元にそのような貢献活動をしていきたいと

いうことを私たちは見出すことができたわけです。これは企業の皆さんは、いわば CSR 活動の

一環とし、うふうに位置づけておられるがけであります。

（平成 17 (2005 ）年度の調査概要）
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そして、このことを踏まえての平成 17 (2005 ）年度の調査は、企業の環境教育支援活動に関

する調査研究としまして、まず企業のほうはそういう意向をお持ちの会社であるということがわ

かりましたから、学校のほうではそういう事態をどのように捉えているのかということを調査し

たわけです。対象は千代田区の公立小学校の 8 カ所としました。これらの小学校のクラス担任の

先生方が 98 名いらっしゃいます。その先生方にアンケート調査と、各学校の境教育責任者とい

うのがおかれておりまして、だいたい教頭先生か副校長先生でいらっしゃるわけですが、その先

生方にヒアリングをさせていただきました。調査結果の細かい数字はありますが、本日はこの 2

項目について説明させていただきたいと思います。

環境教育の必要性の意義に関しては、現場

の先生方はどのようにお考えなのかというこ

とです。左の図を見ていただくとわかります

が、少なくとも先生方は、環境教育の必要性

と意義というものについて充分に認識されて

いるということがわかりました。

次に、環境教育の担い手は一体誰なのか。

学校の先生だけでいいのかという設問ですが、

これを見ていただくと教師は当然として、保

護者だということが強調されていることがわ

かります。保護者と教師が半数ずつだ、という

ことです。これは大変重要な意味があるのではないかと思うわけです。すなわち環境教育は学校

だけでできるものではなく、家庭も担い手であると。従いまして、これは逆に申し上げますと、

学校で環境教育をすると同時に、社会教育として保護者というか、学生以外の社会人といいまし

ょうか、そういう人たちを何らかのかたちで環境教育を施すということ、学校の先生方はそのよ

うなことを認識されているということではなし、かと思います。

（環境教育の担い手）

環境教育の必要性と意義図2・3
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（環境教育の教材）

次に教材についてですが、この教材というのは教科書ではないのです。お聞きするところによ

りますと、いろいろな企業から、あるいはお役所からの大量の教材が送り届けられる。しかしな

がらそれはあまりにも多すぎて、それをどう選んでいいかわからない。同時に内容的に見て、児

童の発達段階の実情に合わないものが多い。あるいは情報に偏りがあって、これらは教育現場で

は使いにくいというようなことがありまして、実際にはほとんど活用されていないという実態が

明らかになりました。このあたりは企業の皆さんが大変ご熱心にいろいろな資料を作っておられ

るわけですが、実際はあまり活用されていないということが、これでわかるかと思います。

（学校の ISO 認証取得とその効果）

次に、千代田区は平成 15 (2003 ）年に区役所本庁舎が ISO 認証を取得いたしまして、翌年、
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平成 16 (2004 ）年に認証拡大をしまして、区内の幼稚園、小学校、中学校の全校にわたり ISO

認証取得をいたしました。

図2・4 ISO 認証取得

・学校全体として環境教育の計画及び

カリキュラムの具現化、明確化、周知化

・環境教育の計画及び力リュキュラムと
ISO の運用管理

・環境教育の充実

・教員や児童の意識向上

・教員や児童の環境配慮の実践

．学校外への働きかけ

ここでは、認証取得を学校がしたという

ことと、環境教育というのは何らかの関係

があるのかということを設問として挙げた

わけです。左の図を見ていただくとわかる

ように、 ISO 認証取得したということは、

ある意味で環境教育の組織的な、一定の枠

組みが学校の中に出てきたということがわ

かると思います。同時に、 ISO 認証取得す

ることによって、教員や児童の意識の向上

があった、環境配慮活動の実践が明らかに

なったということが、わかると思います。

従いまして、ある意味では ISO の導入ということは大変優れた効果があったと考えられます。

ただ一方、今日ご参加の皆様は企業の方が多いわけですが、 ISO を導入すれば大変事務量が多

くなるということで、そのことが学校の先生には大きな負担には感じておられるというご意見も

出てきております。

（学校への企業参画の必要性）

図2・5 企業の環境教育への参画の必要性

無回答
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これが今回、一番先生方に聞きたかった点

ですが、企業と学校が連携して環境教育を行

うということについてどのようにお考えだろ

うかということです。三つの設問をさせてい

ただきました。まず一番目は、左の図ですが、

必要性を認めるか、認めなし、かということで

すが、これは 5 段階評価で、 3 と4 というの

が約半数です。 2 が言ってみればどちらとも

言えないという答えかなと思いますが、それ

抑 制 鵠文学制研究セント ” が 36% 、全然必要ないとし、うことはほぼ 0

に近いということで、現場の先生方としては、

企業参画の必要性をある程度認めておられるということがこれでわかります。

（企業参画の必要性の理由）

図2-6 必要と考える理由

・学校だけでなく、皆で取り組む問題だと思う

．企業は専門的な知識や情報を持っている

．斬新で専門的な知識、施設、設備がある

．人的、物的、内容面での専門性

・企業活動は環境との関連が大きい

・企業の視点を子どもたちに示して欲しい

・将来の環境の担い手に企業の姿勢を示して欲しい

2006/03/10 f会前古量抽姐副司置やJ..,._ 15 

次に、その必要と考える理由は何かとお聞き

しますと、要するに環境問題、あるいは環境に

係わることというのは学校と生徒だけの問題だ

けではなくて、いろいろな主体が係わる必要が
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あるのではなし、かというご意見が出ております。企業にも参加していただきたいという理由とし

て、企業にはそれなりの専門性、専門的な知識や情報、あるいはそれに係わる人的な資源を多数

お持ちであるわけですが、そういった資源を学校で活用できないか、ということだと思います。

それから下の三つの意見で、すが、企業活動は環境との関連が大きい、それから企業の視点を子

どもたちに示してほしい、将来の環境の担い手に企業の姿勢を示してほしい、この三つの意見は

大変重要な示唆ではないかと思います。すなわち、企業活動が一体どのような社会的意味合いを

持つのかということを、環境という側面から、子どもたちに伝える必要があるわけです。それと

同時に、子どもたちに企業の姿勢を伝えることによって、逆に企業が子どもたちの反応から学ぶ

ものがあるのではないかというように読み取ることができるかと思います。

（企業参画を懸念する理由）

図2・7 懸念する理由

・企業の行う内容では信頼性に乏しい

．学校の立地条件などで異なるのでは

．それほど必要性を感じない

・特定の企業に影響されたくない

・どのような企業が参画するのか不明

．学校側の受け入れ態勢に不安がある

20C 随/03/10 白島盈文学鎗篇研究セン11- 16 

しかし、企業が学校に入るときに、やはり問

題がある、一体どのような問題があるかとお聴

きしました。左の図で、企業が行う内容では信

頼性に乏しい。学校の立地条件などで異なるの

ではないか。たまたま千代田区は大きな企業が

たくさんありますけれども、そうでもない土地

もあるだろうから、必ずしも一概にはそのよう

に言い切れないではないか。

それから必要性をあまり感じないという先生

も一人おられました。これも一つのご意見かと

思います。

下の三つですが、特定の企業に影響されたくない どのような企業が来るのか不明である、学

校側の受け入れ態勢に不安がある。この三点はこれからお話しすることにつながっていくわけで

す。つまり、ある企業が志を持って、ぜひうちの会社がこちらの学校で環境教育をしたいという、

その志だけでは実現できないということがこのことでおわかりいただけると思います。

以上が千代田区の八つの小学校を調査対象とした結果です。実はここで得られた知見と環境教

育全体が抱えている問題とどのような関連性があるかということについて、調査研究をさせてい

ただきました。

（多様な主体参画の必要性）

図2・8 環境教育のマクロ的考察

「国連持続可能な開発のための教育の10 年J

f環境の保全のための意欲の増進及び環境教
育の推進に関する法津J

『社会教育法jと「学校の教育法」の改正

「cs R活動J

多様な主体の参加
2006/03/10 法政文学崎峨研究セン’ー 17 

環境省環境教育推進室からご報告があろうか

と思いますが、左の図にありますように、「国連

持続可能な開発のための教育の 10 年」があり

ます。平成 14 (2002 ）年のヨハネスブルク、＼

サミットで採択されたもので、これは平成 17

(2005 ）年から 2014 年までの 10 年間を、こ

の教育を国際的に行うという実施計画であり、

わが国も平成 18 (2006 ）年 4 月から行うこと
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になっているわけです。

もう一つは、平成 15 (2003 ）年に作られた「環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の

推進に関する法律jです。それからまた、その下の社会教育法と学校教育法の改正が平成 13 (2001) 

年にありました。すなわち平成 13 (2001 ）年から平成 15 (2003 ）年の問に教育という枠組み、

環境教育という枠組みにおいて、このような新しい動向が現れたわけです。ここで共通している

ことは何かといいますと、環境教育に多様な主体の参加を呼びかけているという共通点をこれら

のすべてにみることができるわけです。従来の教育ということを、学校という非常に閉鎖的な、

枠組みとしてはしっかりしたものの中で専門家によって行われていたものが、環境教育にあって

はそうではなく、多様な主体の参加によって行われるべきだというようなことが、ここにおいて

明確になったということがあります。最後の企業の CSR 活動についてですが、これはもうご存

じのとおり、まさに社会貢献ということで、これからの企業はこうしたことを抜きにして企業活

動はできないという状況に進んでおります。そうしづ意味では企業が参画主体として、大変有力

な存在であるということが、ここで明らかになっているわけです。従いまして、このようなこと

を一つ背景として押さえていただいて、では主体の多様化は一体どういうものをもたらすかとい

うことを考える必要があろうかと思います。つまり今まで、は教育は学校の先生が一手に担ってや

ってきたわけで、他の主体はあまり考える必要が無かった。しかしながら、多様な主体によって

行われるということは、いわば教育全体の枠組みが変わるということです。教育全体の枠組みが

変わるということはどういうことかというと、まずインフラが必要になってくるわけです。もう

一つは多様な人たちが勝手にやるわけにし、かないわけですから、多様な主体がどのような教育内

容を作り上げるかということが、当然として課題になってくるわけです。

では、この課題はどのように解決されるかといいますと、これはたぶん私の仮説ですが、新し

い組織ないし機関、こういったことを機能させる第三者機関みたいなものの設立がたぶん必要に

なるのではないだろうかと思います。

それと同時に、持続可能な開発、これはずっと国際的に課題となっている地球全体を考える上

で、こういう理念を基にしてし、かないと、人類の存亡につながるということになったわけですが、

最近は環境白書とか環境報告書とか、 CSR レポートなどを見させていただきますと、経済、社会、

環境の三つのバランスを取りながら発展します、といったことがよく書かれております。では、

その持続可能な開発ということと環境教育はどういう関係があるのかと考えますと、たぶんこの

三つの要因を有機的につなぐ役割が環境教育に課せられているのではなし、かと思います。

図2-9 まとめ

持続可能な社会の構築
多様な主体により行なわれる

早
インフラ整備とコンテンツ作成

第三者機関設立の要請

2006/ 凶 10 E崎文学地峨研，Eセント 20 

まとめになりますけれども 持続可能な社会

の構築のために行う環境教育はたぶん多様な主

体によって行われるであろう。そのときにそれ

らをつなぐ、それらをコーディネートさせると

いうことが課題として出てくるとするならば、

さまざまな主体をつなぐ役割としての機関、す

なわち第三者機関の設立というものがたぶん要

請されるであろうと思うわけです。

このことは、何も私が勝手に考えたことでは

なくて、ヒアリングを行う際に副校長先生、あ

るいは教頭先生から、これに近いご発言を多数いただきました。外から急に学校に来られて何か
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させてくださいといっても、そうはし、かないみたいなことをおっしゃっていました。それからも

う一つは学校自身の中に受け入れ態勢がない。だから学校の中で判断する機能を持ちえない。そ

ういったことを誰かが担ってくれるということでない限り、実現は難しいのではないだろうかと、

これは現場の先生方のお話でした。

図2-10 ＋目 ・告書・
1疋田

インフラ整備＆コンテンツ作成
第三者機関の設立のために

よユ産・官・学・地域の協働による

千代田区における

設立準備委員会発足
」二L

大学の果たす役割（CSR 活動）

20C 沼崎3110 法政大学地情研究セン.，＿

として進めていきたいと，思っています。

21 

最後になりますが、これは千代田区に対す

る提言ということになりますが、第三者機関

の設立のために平成 18 (2006 ）年度の千代

田学のテーマとしましては、設立委員会とい

うようなものを視野に入れながら、これをど

うっくりあげていくのか、そしてこの第三者

機関というものは、どのような機能を持つ必

要があるのかというようなことを検討しつつ、

今年度の政策提言作成も視野に入れながら、

そういったものの設立に向けた研究をテーマ

最後に、やはり大学の果たす役割というものが大きくクローズアップされることになるかと思

うのですが、これはやはり大学の社会的貢献としての位置付けについてですが、環境問題のよう

な現代的な課題に関する教育やそれの解決策を探るには大学に持っているリソースはきわめて有

効ではなし、かと思うわけです。学際的横断的で、豊富な知識や情報を持っています。また専門家も

多数抱えているわけですから、そういったものがただ単に自分の専門領域だけを研究するのでは

なく、やはりこういう地域とつなぐということに関しては利害関係が少ない大学というものが、

これから地域の中で一つの大きな役割を果たすということになるのではなし、かと思います。した

がいまして、今回の平成 16 (2004 ）年度、平成 17 (2005 ）年度の調査研究の結果、提言としま

しては、もちろん千代田区の問題と同時に、これは大学自身が目覚めていくことが必要であると

いうようなことを提言として私はここに示したいと思います。

そして、平成 18 (2006 ）年度の千代田学の助成も決まりました。インフラ整備としての第三

者機関の設立とコンテンツの作成ということをテーマにした研究に助成をいただくことになりま

した。以上をもちまして簡単ではございますが報告にさせていただきました。ご清聴ありがとう

ございました。

（執筆担当者：山田）
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第 2 節基調講演（逐語録）

シンポジウムでは、環境省環境教育推進室室長の渋谷晃太郎氏と千葉大学教育学部助教授

の藤川大祐氏に基調講演をお願いした。

2-1 テーマ：「企業の協力が環境教育を推進する J

講師 ：環境省環境教育推進室室長 渋谷晃太郎氏

(LO HAS と環境教育行政）

ただ今ご紹介に預かりました環境省の渋谷と申します。よろしくお願いいたします。短い

時間ではありますけれども、私のほうからは、先ほど山田先生からもお話がありましたけれ

ども、環境教育の基本的な位置付けと申しますか、企業、行政、一般の皆様方が環境教育に

取り組む根拠になる法律の話、そして企業と学校、自治体が関係するものですから、パート

ナーシップによる環境教育というものをご紹介していきたいと思います。

LO HAS 
Lifestyles 
l)f 

Health 
And 
Sustainability 

LOH AS マーケット 5つのカテゴリー

まず最近の言葉でお聞きになったことがあ

ると思いますけれども、ロハスという言葉が

最近はやるようになっております。某社が商

標登録したとか、しないとかという話もある

のですが、それはたぶん広く使ってもらえる

ように取ったのかなと解釈しているんですけ

れども、ライフスタイル・オブ・ヘルス・ア

ンド・サステナビリティという言葉です。こ

れを略してロハスと言っていますが、健康と

持続可能性のある社会づくりを進めていこう

という一見関係のないようなつながりです。この五つの考え方を基本にした動きが世界的な

潮流として起こっています。これは今後もゆっくりかもしれないし、速し、かもしれないです

が、 トレンドになるのだろうと思います。またスローライフとか、スローフードという言葉

もありますけれども、そういったスローといったことも現代社会と対立といいますか、逆行

するような動きが始まってきているということです。

それから、先ほどもお話がありました ESD ですが、「持続可能な開発のための教育の 10

年J が平成 17 (2005 ）年 1 月から始まっております。これは小泉首相がヨハネスブルグ・

サミットの際に提案をしたものです。 2 月 23 日にパブリックコメントがありまして、今皆様

方のご意見をとりまとめて、国内の実施計画を作成するという作業を進めているところです。

これは関係省庁連絡会議という約 10 の省庁が組み合わさっている枠組みの広い会議が持た

れています。

先ほどのロハスと同じように、環境教育の領域というものは次第に広がっておりまして、

一言ではなかなか言い切れないような状況が生まれつつあります。後で見ていただければわ
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かるのですけれども、その国内実施計画の中身は平成 17 (2005 ）年 9 月にユネスコから示

された国際実施計画に沿って圏内の案を作っていくという状況で、実施の指針とか方法など

が具体的にも含まれています。

基本的に環境教育という言葉そのものが国外、特に国際会議などの場ですと、あまり最近

使われなくなってきています。どちらかというと「持続可能な開発のための教育」、あるいは

「持続可能な社会をつくるための教育」というような言葉に置き換わってきているというの

が現状です。これが今の社会的な動きとしてあります。

（環境保全活動・環境教育推進法）

縫込山加し 環境教育の重要性というのは先ほどからも

環境教育の重要性 お話があったように、非常に重要だというこ

環境の保全のための軍敏の増進
及び環境境繊の推進に関する法律・革本方針

大きな目標になっています。

るとし、う法律です。

... ‘ 
~ ・財政上、棚上の欄等

｜・情報の繍的公表等
・民間の自立性への配慮等

とですけれども、基本的にこれからお話しす

る法律がありまして、基礎となるものがあっ

て、自ら考え取り組む人材をつくってし、く。

地球規模に係わる、また時間軸となる三次元

の環境問題に取り組んでいく人材を育成する

ということがいちばん重要だということで、

その人材は日本で言えば「もったいなしリ、そ

ういった心を持った人を育てるということが

具体的に法律について簡単に触れたいと思

います。平成 15 (2003 ）年にできた法律な

のですけれども、議員立法で作られた環境保

全活動・環境教育推進法と言っていますが、

この法律は「環境保全の意欲の増進j という

部分と、「環境教育J の二つの柱からできてい

ます。環境保全活動を推進していくというた

めのツールと、環境教育を進めるというこつ

の車を動かして持続可能な社会をつくってい

こうというような大きな二つの柱が立ってい

この法律に基づいて基本方針が作られています。まず、この法律の特徴として責務規定が

あります。普通の法律は最初に国の責務があり、次に地方自治体の責務を置いて、最後に民

間の責務を置くのですが、この法律の場合はまず最初に国民、事業者、民間団体の責務規定

を一番最初に置くという、少し変わった法律になっています。責務としては環境保全活動や

環境教育を自ら進んで、行うように努めるというものです。それから、もう一つ、ほかの人が

行う活動、あるいは教育に協力するように努めようというものがあります。これが事業者に

対して、学校のために協力する根拠になる部分になります。こういった根拠が置かれたとい

うことで、全国的にはいろいろな人が学校教育の現場に入ってし、く根拠になりました。
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それまでは環境基本法というものに一文あったんですけれども、中身がほとんどないもの

だ、ったのです。今回の法律は中身を詰めたとお考えになっていただければと思います。

同法律の 9 条には、地方自治体に対して情報提供をしたり、方針を作ったりというような

ことが書かれているところがあります。後で出てきます西宮市の方が話をされると思います

けれども、環境学習推進都市宣言というのを日本で唯一されている都市で、市町村レベルで

もそういったことを進めているという事例がございます。同条では学校において、また 10

条には職場における環境教育の推進が書かれています。

もう一つ関係するのが 20 条に、例えば工場の見学や場所の提供などいろいろなかたちで

環境教育ができます。例えば山林を持っている企業が、 NPO や学校の団体に場所を提供して

いただけるような仕組みを今後作っていこうと考えています。一つは税制とかそういったも

のを考えておりまして、平成 16 (2004 ）年、平成 18 (2006 ）年と出してはいるんですけれ

ども、なかなかうまくいっていないということで、さらに頑張っていきたいと思っておりま

す。事業者さんがやっていることをしやすくなるような仕組みづくりを進めていくというこ

とが書かれています。

それから、基本方針というのが平成 16 (2004 ）年 8 月に閣議決定されています。ここで

は環境教育を進める具体的な方法などが書かれています。これは国際会議で採択された「ト

ビリシ宣言J を援用したもので、まず関心を起こし、理解を深め、参加する。そして問題解

決能力をつける。普通はここまでが教育なのですが、この法律ではさらに具体的な行動まで

進めてもらうということが述べられています。また体験活動とか実践というものを中心に位

置付けて、おもしろいのは遊びを重要視する点があります。ただし、子どもと一緒に遊ぶだ

けでは駄目なので、指導者がフォローして行うように付則が付いていますけれども、遊びの

重要性も書かれています。

どういう人間を求めるかということですけれども、知識の取得や理解だけにとどまらない、

自ら行動できる人間を育てるということがこの基本方針には書かれています。こういった人

を育てるためのさまざまな方策を認めています。

これは学校、地域社会等における環境教育ですが、まず学校教育ではかなりの分量を割し、

て書いています。資料のなかに赤ちゃんが上に写真が載っている白いパンフレットがありま

す。ここに全部書いてありますので、後で見ていただければと思います。一つは学校教育に

おいて環境教育を進める際に重要な点が、今の教科書には教科ごとにバラバラの状態で、載っ

ております。これを各学校で全体的な計画を作り、総合的に進めてほしいというように書か

れています。要するにこのカリキュラムといいますか、単科の教育と総合学習の時間を組み

合わせて一つの柱といいますか、環境教育の考え方をつくって進めていって欲しいというこ

とが書かれています。

また、ここには小、中、高、大学との連携が重要であると書いてあります。ここで非常に

残念なのですが、幼児教育が欠落しています。ここに幼稚園や保育園が入るべきなのですが、

この時にはその部分を書くことができなかったということで、次の見直しのときにはぜひや

りたいと思っています。

それから、エコスクールなどいろいろなものが材料として使えるのですが、学校周辺の住

民も参加して取り組んで、児童や生徒と相互に学習効果があるようなものを作っていくとい

うことが書かれています。

企業や自治体など、すべての職場で言えるのですが、職場の ISO や事業者自身の環境教育
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など当然のことが最近できていない企業も出てきているというのは、大きな問題だと思って

います。職員から地域に広げてし、く。それから CSR の観点からも重要であるということが

書かれています。具体的には研修などでどのように行うべきかという提案がされています。

またボランティア活動で環境教育の先生や活動をしたり、情報提供をしていくということが

書かれています。

（企業と環境教育）

企業の社会的責任（CSR)

1. a本経団連はCSR の推進に積極的に取り組む（2004 年2月）

近年、経済のグローパル化、情報化、消費者意蛾の変化等に伴い、
企業の社会的責任（CSR ）をより広い視野から捉えなおすことが重
要であるとの寵臓が高まり、園際的lこCSR のあり方が極論されて
いる。
CSR の具体的な肉容については薗、地織によって考えが異なり、

国際的な定穫はないが、一般的には、企業活動において緑涜お現
場市社会の側頭表綜合的に捉え，鯨争力の漉農とい企業儀憶の
！向上に？拡げることとされている。日本経団連は、かねてより企離
の社会的責佳を重要な標題と位置付け積極的に推進してきたが、
このような新たな意暗合いのCSR についても積極的に取り組
む．

22 

今までが法律の基礎というようにお考えい

ただければと思いますけれども、これからは

現状に沿ってお話をしたいと思います。先ほ

どもお話があった通り、一つは企業の社会的

責任というものが最近言われています。これ

は経団連などか宣言した内容ですが、企業に

おいて経済と環境と社会、 トリプルボ、トムラ

インと言っていますが 三つの要素を総合的

に捉えるということが重要であるということ

が言われています。 CSR についても積極的に

取り組むということが経団連全体として設けているところです。

企業のCSR 取り組みにおける現状箆様

(1 比SR に関する注目は高まっており‘企業は前向きに対庖しようと
している。

(2 ｝環境はCSR における重要な要因として箆擁されている。
→従来から績検されてきた環境と経済の碕立を目指すものと軌
をーにする。

(3 ）その一方でCSR の取り組みに対する企業のとまどいも多い。
(4 ）日本では市民団体からのプレッシャーはほとんどなく、消費者の

膚賀行動に環境保全といったCSR の価値評価が反映されること
は少ないか？

(5 ）日本でCSR ！こ対する投資家からのプレッシャーはまだ小さいの
か？

司企業のCSR の取り組みが市場で評価される社会システムがま
だできていないのではないか？

23 

ただ、実態はどうかというと、現状認識の

重要性や経済と環境の両立を目指すことの重

要性は認識していますが CSR の取り組みに

関する企業の戸惑い、何を行えばいいのかと

いうのがなかなかわからないというようなこ

とも現実にはあります。

それから外国では投資家からプレッシャー

が働いて CSR が進んでいるということがあ

るのですが、日本ではまだそこまで進んでい

ません。要するに環境に配慮した企業に投資

するという動きが日本ではまだ少ないということで、 CSR だけが先行して動いているという

状況が日本ではあると思います。

ただ、この CSR の動きというのは環境部局が今まで、やってきた取り組みが、 CSR に取り

込まれているという状況が見られることがあります。従来一つの部や局、あるいは部署で担

当されていたものが、 CSR となると企画部局や社長直結の組織に付く場合が多いのです。そ

ういう意味では重要視されていると言えるとは思うのですが、逆に環境がその中に取り込ま

れたためにいろいろなものに混ざってしまい、環境色が強く出てこなくなってきているとい

う印象を少し持っています。ただ、全体としては企業トップからのトップダウンのほうが強

いですから、 CSR として環境に取り組むことを決めた企業の環境活動は非常に活発になって

いると思います。
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企業内環境教育の状況

・多くの企業で実施されつつある(18014001 導入な
どを契機として）

・方法は、 eラーニング、研修、撹演会など多様

・多くは一般的な知織が中心さらに隣係法令など企
業の部門、部署別教育を実施している。

・一部企業では、社員教育から家庭での取組へと進
化

・中小企業などは遅れている。サプライチヱーンなど
により、環境マインドを育てる必要がある。

・環境省でも中小企業における環境教育を支援する
ための教材等を提供すベ〈検討中。

24 

企業内環境教育活動の現状ですが、

18014001 の導入が契機としてかなり行わ

れているようですけれども 方法としては

e ラーニングや研修 講演会などが行われ

ています。その内容は一般的な知識習得が

中心で、後は部署別にそれぞれ細かい教育

を行うという状況です。ただ、本当に一部

ですが、社員教育から始まって、家庭への

取り組みへと進化しつつあるところがあり

ます。それから中小企業は全体としてはか

なり遅れているようですが、サプライチェーンや製品の品質管理の面から、中小企業にも大

企業のほうから環境マインドを求めるという動きが出ている事例もあります。これが ISO の

状況です。日本は世界一の加入数を示しています。

これは大阪の例ですが、大企業では環境教育をかなりのところが行っています。中小企業

はまだ行っていません。中小企業が遅れているという状況です。このように社内教育は行っ

ているのですが、社外教育はどうかというと、大企業のごく一部が行っているというのが実

態であるようです。まだまだ社内にとどまっているというようにお考えいただければと思い

ます。

企業外での環境教育への支援・協力

・企業による社外環境教育の取組は、始まった
ばかり。主なものは次のようなもの

・学校などへの支援・協力

・こどもエコクラブ、 NPO などへの支援、協力

．家庭での取組への参加・協力

・工場などの見学解放等

えているようです。

（企業と学校のパートナーシップ）

企業と学校とのパートナーシップの事例

28 

’E般叡憲章t ~·肉司事にfl鏡検寓の園事門’E般をlilt、学者史を受け入れる聖イプ
多〈の企’ll 主、会後やヱ織見惨を行っているが、啄門的な.般 lま少な
いのが現状

（例）
東京ガス ワンダーシップ
トヨタ ヱコの様、白Ill 郷自然学後（本隼411 開校 NPO との遭鎗｝
~崎電力 ワンダーラポ
スパル スパルピジターセンター｛ヱ治史学も苛向島）など

出前｛派遣）益 金象の鯵つ強自の環境後術等を役員が小中学をまに出向いて..
をff うタイプ．

｛例）
東京電力 役員によるエネルギー·1111••a• ’E’E自動.を使った ff 殺事町
積水化. 子ども.づ〈り 4控室など
奮富市の中小倉家の事例

30 
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企業外での取り組みは始まったばかりで、

学校への支援や子どもエコクラブなどをご

紹介していますが、家庭への取り組みや見

やすく安全なかたちでの工場見学、工場開

放も行われています。

学校における取り組みや課題は、先ほど

先生からもお話がありましたが、ほぼ同じ

ような感じです。具体的活動に結びつける

ことが難しい、あるいは時聞がないなど、

だし、たいどこの学校も同じような問題を抱

次に実例のご紹介です。企業と学校のパ

ートナーシップの事例として、これを私は

施設設置型という分類に位置付けています。

例えば東京ガスが川崎に「ワンダーシッ

プJ という環境学習を目的とした施設を作

っています。また、白川郷にトヨタの「エ

コの森J という自然学校が平成 17 (2005) 

年の 4 月オープンしました。ほぼ 1 年経ち

ますが、 NPO と連携して運営しています。
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あるいは出前型、これから東京電力さんのお話があると思いますけれども、こういったもの

があります。西宮市さんの中小企業の事例も後ほどご説明があると思います。

支援型は、企業の持つカをいろいろなかたちで発揮するものです。例えば緑のカーテンと

いうのが板橋区の事例でございます。学校にヘチマやキュウリを生やすのですが、そのとき

には中小企業のノウハウの提供として、基礎的なプランターの下に自動潅水装置を設置した

例もあります。また、ビオトープへの資材提供なども郊外のでは行われていますD

（企業と学校をつなぐ行政の役割）

事業の特徴

女キッズISO プログラムは東京都の温暖化対策家
庭部門の主軸となるもの。

官公園や国際機関が後媛、公認し、環境局が教育
庁、教育委員会と連機し、実施していく環境教育のプ
ログラムであり、学技のカ＇）キュヨみの守主行われる
ものa

女企業、行政（環境、教育）、NPO. 、都民、などの
主体が協働する事業。東京都とアーチックは業務協
定を結び、役割分担しながら、キッズISO の普及を
図っている。

東京都は全ての主体のコーディネータ一役。

次に東京都の自治体と行政が学校と企業

をつないでいる事例です。 KID SI SO とい

うのがありまして、これは NPO が行って

いる ISO 本部の認証を受けた正規のもの

です。電気とガスと水道のメーターを毎日

見るというような運動です。 1 人 1000 円

くらし、かかります。 1 年目にテストをして

効果が上がるかどうかを測定し、財務当局

に話をしていたということだそうです。平

成 17 (2005 ）年度は 150 校に KIDS ISO 

プログラムが配布され、家庭でのワークグループの取り組みとして省エネを学ぶということ

を行っています。

この仕組みがおもしろいのは、東京都が声を掛けて協賛企業を集め協力していただく、あ

るいは参加校を募集するという仕組みを作ります。活動は NPO が行い、企業は NPO にお金

を出します。 NPO は学校とやり取りをして事業を進めるということで、実は東京都は一銭も

お金をかけていない仕組みになっていますし、学校もお金も一銭ももらわないという仕組み

になっています。企業はワークブックに名前を載せることで協力する、そういうかたちで進

めるという仕組みを東京都が始める。これをひとまずモデル校で始めたという事例がありま

す。企業の協力を受けて進めていく。 20 社 2 団体が協力しています。

東京都の取り組みとしてもう一つございます。これは今年度から行っているそうですが、

これは先ほどのアウトプットに近いのかもしれません。地域環境プラットホームというのを

学校と家庭と地域、これを企業と置き換えてもいいと思いますが、この中心に大学、 NPO な

ど外部の教育力をこのプラットホームで使う。人的なものなどそういったものはこちらで使

一一一－ー ぺ診吟子保亘L うとし、うことで進めている事業もあります。

東京都の取組2
地域と学校の協働を目指したr地蟻プラットフォームJの取組

ここで重要なのはプラットホーム、この中

間的な仕組みなのですが、人材、いわゆるコ

ーディネーターをここに置きます。学校と外

をつなぐコーディネーターの役割を担う人を、

学校に置くということを始めています。今は

モデ、ル的に数区で、やっているのですが、具体

的にこういう動きが出始めている。千代田区

は学校が少ないですから、もしかしたらとて

-39 ・
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もやりやすいのかもしれません。必要なものとしてはコーディネーターの存在が非常に重要

です。これを担うのが企業なんです。こういったものが重要であるということが言われてい

ます。

子どもエコクラブ、これはパンフレットがありますので簡単に説明しますが、グローブな

どいろいろなものを企業の協賛を得て動いている事業です。実は東京都の先ほどの KID SI SO 

のプログラムというのは、この子どもエコクラブの活動からヒントを得たと聞いております。

子どもエコクラブ自体は、実は西宮市の活動からヒントを得て作ったということで、そうい

う意味では非常にいい連鎖が、動いているという気がします。

今年は亀山市で全国の子どもたちの交流があるのですが、全国の子どもたちが集まって行

うということで、仕組みとして環境省は音頭取りと予算化をして、全国事務局が会員の小中

学生、あるいは学校とかクラス単位で入っているところもあるのですが、こういった人たち

と、大人 1 人がし、ればクラブができてしまうということで、平成 17(2005 ）年 12 月現在では

8 万 3000 人くらいの人たちが参加しています。

• rこどもヱコクラブjパートナーシッププログラム規約（抄）
．’k2fr （鏑’E・.’ J)
. ~~トナーシツプね叫g~，~~f!:l慨鋭機関
誠実感品説思考察Z阪急伊丹ート

(1 ）鏑会が実線する会国交.会等の司，.に対して、織力、悔貸すること．こ
の織合、簡カ、織貨に繋する.. ，ま傷力、泊貧国体叉iま企.の負担と
します．

(2 ）こどもヱコクラブ会貨を対象として、独自の事象を実鎗すること．この渇
合、実施に憂する経費1乱獲鎗団体又l本金S憶の，H ！とします．

(3）也会が実施するfこどもヱコクラブJ~音.，こ対して·••111•を行うこと．
(4 ）その他、 fζ どもヱコクラブパートナーシッププログラム審査豊島員会Jが遺

治と包める司，.. 
• M3ftC ロゴマーク等の使用）
． rこどもヱコクラブパートナーシッププログラム費ヨ陸軍e員会Jの織を経て•i震を行

桜丘認諮成形綴Z妥結~f::~忍おヲJ~詣liti
輪 路ま さ続 論説室でただし、ロゴマーク伽使用期間臥ザ

す。

ここに企業のパートナーシッププログラ

ムというのがあります。これは子どもエコ

クラブを進めるために企業からさまざまな

協力を得るということを設立当初から始め

ているものです。ルールがいろいろありま

す。学校が懸念するようなことは無いよう

な内容になっています。宣伝をしないとか、

基本的なルールがありまして、それを守っ

ていただけるのでしたら、どうぞどんどん

参加して下さいという仕組みになっていま

例えばエクソンモービルなどの会社がいろいろなものを提供しています。先ほど言ったの

が、このアーテックです。 NGO ですが 7000 人の申し出があるものの、 1000 人くらいしか

まだ、使つてないという状況で、そういう意味では千代田区の学校の 4、5 年生が皆入っても

十分足りるというような枠をいただいております。こういったことも考えていただければと

思いますし、企業が自らエコクラブ、を作ってしまうという例もあります。

学校 ISO については先ほどお話がありましたけれども、例えばこれは杉並区でした。いく

環場教育・壇場学習データベース総合盤備事業
..敏宵’ B歯亨』’

52 
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つかのところで ISO で減らした光熱

費などを学校に還元するということで、

学校が頑張るというような仕組みを作

っているところがあります。このよう

なかたちで進めているという事例があ

ります。

私どもは環境関係、の情報を集めてお

ります。文部科学省と一緒にデータベ

ースを作っておりまして、この中で活

動紹介もしています。このようなホー

ムページがございます。
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それから優位点としては一番大事なのは次の点です。 CSR を取り違えて宣伝にしてしまう

というのは、学校側は最も嫌がるといいますか、望まないところですので、十分気を付けて

いただきたいと思います。学校というものをよく理解する必要があります。このために学校

コーディネーターというものが本当は必要であると思います。

家庭での取り組みとして、わが家の環境大臣というのがあるのですが、もう 78 万世帯く

らいの方に入っていただいております。家庭と企業、あるいは学校も全部つながっています

ので、総合的に考えてし、かなければならないだろうと思います。現在募集中ですので、我こ

そはと思う方はぜひ参加をということです。

以上、少し時間を超過してしまいましたが、雑駁ではございますが、環境省の取り組みと

環境教育に関するご説明を終わらせていただきます。ご清聴ありがとうございました。（拍手）

. 41 ・
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第 2 節

2-2 テーマ：「環境教育に果たす企業の役割と課題～企業と学校が連携する要件とは～」

講師 ：千葉大学教育学部藤川大祐氏

千葉大学の藤川と申します。本日はお招きいただきましてありがとうございます。

私は前回もお話をさせていただいておりまして、そのときの話の内容が袋の中に入ってい

る青い冊子、「企業の環境教育支援活動に関する調査研究J の 77 ページ以降に入れていただ

いています。このときにお話ししたのは、私が理事長をしております NPO 法人企業教育研

究会で、環境教育だけではなくて、さまざまなジャンルで、企業と学校をつなぐ授業づくりを

しており、その活動について組織のあり方とか、実際の事例等々について詳しくお話をしま

した。今日はその先の話をしたいと思います。

前回は私どもの事例をご紹介したんですけれども、今回は、これから千代田区内で環境教

育というものをどういうふうにつくっていったらいいのか、特に企業と学校のパートナーシ

ップのもとに、どういうふうにこれからの環境教育の実践をつくっていくのかということに

ついて考えるべき視点をご提供できたらと思っております。

私のプロフィールについては緑色の目立つ冊子の開いて右側、プロフィールというところ

に書いていただいております。私は教育学部の教員で授業づくりの研究をしております。環

境教育だけではなくて、ディベート教育、メディアリテラシー教育、アーテイストとの連携、

キャリア教育等々、さまざまなジャンルの事業づ、くりをしております。というよりも、ジャ

ンルにこだわらないで、新しい授業をつくっていくことが必要なのだろうというふうに考え

ています。

今日皆さんにまず申し上げたいのは、「環境教育のことだけ考えても、いい環境教育はきっ

とできませんよ J ということです。特にこれは学校の先生方も重々ご承知だと思いますが、

学校の課題はたくさんございます。最近でしたら食育基本法でも同じような構造になってい

ます。つまり食育も今とても大事だと言われていて、私どももそういった授業づくりをして

おり、法律ができて、学校でも企業でも、食育を推進しなければいけないと言われています。

学校の先生方にとっては環境教育もやらなければいけない。食育もやらなければいけない。

メディアの問題もあるので、メディアについても教えなければいけない。というようにたく

さんあります。キャリア教育も大きな課題です。どんどん新しい課題ができています。しか

し学習指導要項は変わっていないわけです。今、中教審が審議をして、まとめが出てきたり

しておりますので これから少し変わっていくとは思いますけれども、環境科という科目が

できるわけではおそらくないだろうと思います。

そういった中で環境教育をやっていくわけで、環境教育のことだけ考えても、環境科の教

員という人はいませんから、ほかの教科の専門の先生たちが頑張ってやらなければいけない

わけです。環境教育と他のジャンルとの融合みたいなことも視野に入れてし、かないと、いい

実践はできないはずです。これはぜひ意識していただきたいと思います。ですから、環境教

育の推進というのはさまざまな立場、さまざまなジャンルの人たちがつながるということが

鍵になってくる。そういう意味で千代田区の取り組みというのは非常にすばらしい取り組み
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Hosei University Repository



第 2 章平成 18 (2006 ）年シンポジウム報告

「企業と学校が連携する環境教育～持続可能な社会に向けて協働する地域社会～」

でありますし、これからもっともっと盛り上げてし、かなければいけない。そんなふうに思っ

ています。

2-2 ・1 環境教育を考えるための視点

表 3・2-1

環境教育を考えるための視点

・「何が正しいかjを教える→「何が正しいかJを
考えさせる（クリテイカル・シンキング）

・学校でしか通用しない行動→社会の活動に
周辺的参加させる

• r昔はよかったJという懐古趣味→「持続可能

な社会jを目指す未来志向

• r協力するのが正しいJという理想主義→「協
力させることJを学ぶ現実主義

ことも必要で、はなし、かと思います。

では、環境教育を考えるための視点ということ

を少しお話ししたいと思います。先ほどの渋谷

室長のお話のなかで自ら行動できる人を育てる

のだというご提起がありました。これは私も大

賛成で、受け身で何かを学んだ、それで良しと

するような教育あるいは学習のスタイルでは、

環境教育というのはあまり意味がないと思いま

す。知識だけ持っていて何もしない人は環境教

育が求めているような人間像ではないだろうと

思います。しかし、行動する前に考えるという

私はディベート教育とかメディアリテラシー教育というジャンルを研究していまして、そ

の中でクリテイカルシンキング、批判的に考えること、吟味することの重要性を強調し、ま

たはそういうものをどういうふうに子どもたちに付けさせていくかという研究をしておりま

す。環境問題に係わる議論というのは、自分の頭でしっかり考えてし、かないとまずい問題が

たくさんあるように思います。

ディベートでもよく環境問題を扱うんです。例えば私どもで、やっておりますディベート甲

子園という中高生の大会で、平成 17 (2005 ）年は愛知万博と連携して大会をやりましたけ

れども、中学生はレジ袋税というものを導入することの是非を議論しました。高校生は環境

税、いわゆる炭素税です。炭素の消費にかける税の導入の是非について議論しました。議論

ができるということは、導入しでもいい面と悪い面が必ずあるわけです。つまりレジ袋税を

入れると、レジ袋の消費が抑えられて環境にいい感じがしますけれども、それで、小売業が落

ち込んでしまって不景気になって失業者が出てしまったら困るじゃないかなんていう議論も

ありますし、一部地域でやると、ほかの地域の人はかからないわけですから、一部地域だけ

が損をするというような構造になりかねません口

そのようなことがどんな話題にも付いて回って、何をすればいいのかというのは、そんな

にはっきり正解があるわけではないのです。ですから、環境教育というときに、何か正しい

ことを見つけさせるんだというふうに思っていきますと、自分で考えなくて、正しいと思っ

てやっていたことが実は正しくなかったなんていうことになりかねないと思います。ぜひ考

える力をつけるというところを強調したいと思います。

その中で、 例えば私は 90 年代初頭に、フロンガスについての実践をやらせていただきま

した。最近はフロンガスというのはあまり話題にならなくなりましたが、 90 年ごろはフロン

ガスが大変問題である、オゾン層を破壊して紫外線がどんどん降ってくるということで、フ

ロンガスを廃絶しなくてはいけないという議論がありました。

授業は小学生たちにやったのですが、フロンガスというのが登場したころは、とてもいい
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夢の物質だと言われたという話を紹介したんです。そのフロンガスが今は環境に悪いと言わ

れて、無くさなければいけないということになった。このことから何かわかるかな、という

ような授業をしました。つまり環境問題というのは、かつていいと思われたことが実はよく

なかったということがあるわけです。フロンガスというのは毒性もなくて、無味無臭で使っ

て大気汚染することもなく安全だと言われていたわけです。そういうものをどんどん使って

きたわけですが、その結果としてオゾン層の破壊という問題が出てきたのです。

ですから、今良いと思われていることも常に疑いながらやってし、かなければ、いつなんど

き実はおかしかったということも起こりうるわけで、何でもとにかく正しいことを決めて、

それがみんなに突っ走ろうというような構造ではまずいだろう。さまざまな人がさまざまな

考え方をぶつけ合って、悩みながら考えながら進んでいくというのが環境問題の取り組みで

ある、そういうふうに思います。ですから、クリテイカルシンキングというのは非常に重要

で、これを抜きにして環境教育というのは成立しないのではないかということをまず申し上

げたいと思います。

次にこれは企業と連携する意義にも係わるのですが、学校でしか通用しない行動に終わっ

ていいのかという問題があります。学校 ISO などの動きは大変すばらしいものであると同時

に、私は一種の危機感を感じております。私どもの附属小学校で、も一生懸命やっておりまし

て、いろいろな効果を上げているのですけれども、もしそれが学校の中だけで閉じてしまっ

て、子どもが小学校を出て、ああ、もう環境への取り組みは終わったなんていうふうに思っ

てはまずいわけです。大人になるまで環境のことを考え続けて、社会人になっても環境のこ

とを配慮、して働いていく、生活をしていく、そういう人間になってくれなくては困るわけで、

学校は学校で切れてしまうような活動であってはまずいと思います。もちろんきちんとやっ

ている学校は地域社会とつながったり、中学校とつながったりしながら、学校に閉じない活

動をやっているのだと思いますが、果たしてそうでないところがないとは言えないんじゃな

いか。その辺りに危倶を覚えます。

常に社会とのつながりということを意識していかなくてはいけないのだと思います。そこ

で地域だとか企業といったものとの係わりが大事になってきます。学校の先生は忙しいとい

うのは非常によくわかるんですけれども、社会の中で、環境の問題について考え、行動してい

る大人たちの中への子どもの周辺的参加ということがあります。ミソッカスとして入ってい

って、自分もその環境を維持しながら社会を発展させていくメンバーの一人なんだ、そうい

う思いを持って生きていけるようにするにはどうすればいいか。これが環境教育の課題なの

だと思います。

もう一つ、環境教育について議論しているときによくあるのが、昔は良かったんだ、昔は

エネルギー消費が少なかった、環境への負担も少なかった、昔は良かったんだ、昔みたいな

生活をしましょう、それがエコライフです、なんていうふうに思ってしまうとこれはちょっ

と短絡的であります。

世の中がさまざまに発展してきた結果、私たちにとっては良いこともたくさんあるんです。

30 年前、 40 年前の暮らしにみんなが戻りたいかというと、おそらく多くの方は「ノーJ と

言うでしょうし、また多くの企業は困ってしまうはずです。そういう中で、エネルギー消費量

をはじめ、環境への負荷がたくさん増えている。この矛盾の中に我々はいるわけです。です

から、その矛盾を悩むというようなこと無しに、昔は良かったので昔みたいな生活をしまし

ょう、そうすれば環境問題は解決するんですよ、というメッセージを発するだけではまずい
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んじゃないでしょうか。ともするとこういう授業ができてしまうわけです。

それから、みんなが良い人であるという性善説に立ちすぎている環境教育もまずいなと思

います。というのは、何が正しいのかと子どもに教えますと、子どもというのは幼ければ幼

いほど正義感が強いわけです。無駄な電力は使わないほうがいい、ごみはできるだけ出さな

いほうが良いんだというような態度を教えた時に、そうしない大人が周りにいると、大人に

対して非常に不信感を抱くわけです。自分たちは正しいことをしているのに、大人は間違っ

ている。家に帰ってお父さん、お母さんに環境問題のことを言っても、お父さん、お母さん、

守ってくれないなんていうのもあるわけです。あるいは隣の家は守っていないとか、そうい

うこともあるわけです。守らない人が悪いんだというのは、そういえばそうかもしれません

が、そんなことをいったって守らない人はいるわけで、守らない人にどういうふうに協力し

てもらうかを考えるところまでいかなければ環境問題を解決していく方向にはし、かないと思

います。

そういうふうに考えますと、理想主義的に皆が協力することは正しいんですよと教えてよ

しとするのではなくて、協力することは正しいんだけれども、現実には協力しない人もいる

んです。さて、どうしましょうか、どうやったら皆が気持ちよく協力できるんでしょうか、

そんなことまで考えてし、かなければ本当に環境問題に取り組む子どもにはなってし、かないの

かなと思います。ですから、子どもたちでクラブをつくってエコの生活を推進するというこ

とは良いのですが、その時に入らない人もいる、協力しない人もいるという時に、そこで悩

み、また働きかけをしていく、そんなところまで視野に入れて環境教育を進める必要がある

のではなし、かということを考えます。

2-2 ・2 環境教育における企業の役割

表 3-2-2

環境教育における企業の役割

・「見えにくいJものを「見えるJようにする（教材の提
供）

・環境問題に取り組む『共同体jの姿を見せる（特！こ、
来解決の問題に取り組む姿を見せる）

・社会に貢献することが当然であること、多様な生き
方があることを示す（「利他的な夢JI こつなげるキャ
リア教育）

・子どもたちを共同体の「新参者jとして迎え入れる
(CSR の柱としての次世｛育成）

・子どもに配慮した環境づくりを、子どもとともに考え
る（脱「ファスト風土J)

では、そういう中で企業の役割というのはど

ういうことなんだろうか。まずこれは当たり前

なのですが、見えにくいものを見えるようにす

るという教材の提供という点では企業への期待

は、我々の教育の立場からしますと、非常に強

いものがございます。環境問題というのは見え

にくいですよね。ゴミがたくさんあるとか、電

力はこれだけ使われていたとか、二酸化炭素は

これだけあるとか言われでも、よく想像できな

いですよね。大人は数字を聞くと想像したような気になりますが、本当にわかっているかと

いうと、大人だ、って怪しいですよね。まして子どもというのは素直ですから、わからないこ

とはわからない顔をします。あるいはわからないと言ってくれます。

ですからどうやってわかってもらうか、納得してもらうか、そういう時にいろいろな技術

を使ってわからせていただく。例えば何か活動している現場を見せていただくということで

も良し、かもしれませんし、あるいは抽象的な概念を CG などを使って見やすくしていただく、

そんなことでも良いでしょう。いろいろな意味で見えにくいものを見えやすくしていただく

というところで、これは学校の先生だけでは難しい。企業の力が欲しいということがござい
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ます。

それはよくわかっていただけることだと思いますが、その次です。私はキャリア教育もや

っているということをお話ししましたが、大人になって子どもたちがどういうふうに生きて

いくのかというところまで視野に入れて、環境教育をする必要がある。その時に企業の方々

が環境問題に取り組むコミュニティ、共同体のモテ、ルになるはずなのです。自分も将来この

人たちの仲間になって環境問題に立ち向かいながら、皆で良い社会をつくっていこう。そう

いうふうに思えるためにはモデルとなる大人がし、なくてはいけないと思います。

残念ながら学校の先生というのは、そういうモデルとはちょっと違うわけです。学校の先

生ももちろん環境のことは考えて生きているかもしれませんが、直接できることというのは

環境教育になってしまうわけで、いろいろな問題について技術開発をしたり、経済的な仕組

みをつくったり、あるいは広報、 PR をしたり、そういった仕事をしている人の姿というの

は学校の中には基本的にはないわけです。その時に企業の方の姿を見せていただいて、自分

ももしかしたらこの人たちの仲間になって、一緒に仕事をするかもしれない、あるいは違う

職場になっても、あるいは違う立場になっても、この人たちのことを考えて、一緒に連帯し

て社会を良くしていきたいというふうに思っていただくということがなければ、環境教育と

いうのは子どもの時だけの思い出になってしまいます。

これはキャリア教育の観点でもあるわけで、生き方を考えていくという時に、みんな自分

がどうしたらもうかるかとか、どうしたら生涯収入が上がるかとか、そんなことばかり考え

てはいけないわけで、堀江さんが逮捕されてよかったと私は思っていますが、それはいいと

して、社会を良くするために働く、社会を良くする、みんなが幸せになるために生きていく

というような視点がどうしたって必要です口下のほうに「利他的な夢J と書いてありますけ

れども、そういう姿を大人がモデ、ルとして見せなければ子どもたちにだけ期待するのはまず

いですよね。

ですから、企業の方の姿として自分のこともあるけれども、世の中を良くするためにこん

なに頑張っている。もちろんそれで収益を上げなければ企業としてはやっていけないのだけ

れども、自分たちのことだけ考えるのではなくて、世界が持続的に発展できるように自分た

ちも努力している。そういう生の姿を見せてあげるということが非常に重要だと思います。

その次に社会に貢献することは当然である、貢献する仕方にも多様な生き方があるという

ことを示すということをよく聞きました。これもキャリア教育的な視点です。こういう生き

方まで踏み込んだ視点がなければ環境教育というのは、子どもだけのものになってしまいま

す。ぜひこういうところを意識していただきたいと思います。

そして子どもたちは自分たちの共同体にこれから入ってくる新参者、ニューカマー、ミソ

ッカスくらいが私としてはわかりやすいのですが、子どもたちができることは少なし、かもし

れませんけれども、でも同じ社会をつくっていく一人のメンバーという意識で迎えていただ

く。そんな態度で子どもたちに企業の方が接していただけるといいと思います。これが、 CSR

の柱としての次世代育成ということの基本なのだと思います。次世代を担う子どもたちを健

全に育成し、社会のためにという視点を持って社会に参加してくれるようにしなければ、企

業活動は続いてし、かないわけです。

そして今少子化、あるいはニート、フリーターの増大、こういった中で次世代育成という

のは大変厳しい状況にあります。この中で環境にも配慮、し、あるいは福祉とか国際貢献とか、

いろいろな意味で社会のために働く、そういう視点を持った子どもたちを育てるのは学校だ
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けの役割ではなくて、もう大人全員の課題だ、そんなふうに考えていただいて、企業として

は CSR の柱に次世代育成を置いていただく。その時に子どもたちをこれから共同体に迎え

るという態度で考えていただけるとありがたいと思います。

そして、これからの環境というものを一緒に考えていくという視点が必要です。環境問題

というのは世代間の対立といったものを含んでおります。上の世代が残したものを下の世代

が受け継がなくてはいけない。その時に大変プラスの資産もたくさん残しているだろうと思

いますけれども、環境問題というのはマイナスの部分がたくさんあるわけです。そういう時

に、ただそれを渡してしまうのではなくて、一緒になってこれからの時代をつくっていく。

これからの社会の環境をつくっていく。そういう環境づくりをしてし、かなくてはいけません。

「ファスト風土J と書いたのは、最近ベストセラーの『下流社会』というのを書かれてい

るライターの三浦展さんという方が『ファスト風土化する日本』という本を書いておられま

す。これは少年犯罪などが郊外でたくさん起こっているということなどから入って、いろい

ろな地域を取材して書かれている本なのですけれども、ファスト風土という意味は郊外がど

こも同じような風景になっている。その風景というのは古くからの商店街がすべてつぶれて

しまって、街道沿いに大きなショッピングセンターが並んでいる風景、その向こうには田ん

ぼとか畑が広がっているという風景であるわけですが、これは大人が生活する上では、まあ

まあ便利なところなんですよね。地域のいろいろなお店があって、でも田舎だからあまりい

ろいろなものがそろわないというなかで暮らすよりは、大きなショッピングセンターがあっ

て、車で回ると何でも欲しいものが手に入る。都会に出なくても大きいスーパーがあればい

ろいろなものが手に入るわけです。そういう中で暮らしていくというのは大人にとっては、

まあまあ便利な社会なのかもしれませんけれども 車が運転できない子どもたちにとっては

大変過ごしにくい社会であるわけです。そんな指摘を三浦さんはなさっています。

これは私も非常に同感で、千葉県の農村部なんかを回っていても、いつもそんなことを感

じるわけです。つまり私たちは大人が住みやすい社会をつくってきたかもしれないけれども、

果たして子どもに住みやすい社会をつくってきたのだろうか。もしこれから何かができると

したら、どんなことができるのだろうか。そんなことを考えます。

例えばこれは自動車会社の方々と議論する時にこんな議論をよくするんですよね。自動車

会社がエネルギーの問題、あるいは排気ガスの環境負荷の問題等々で環境教育がやられる。

それはもちろん大事なことです。しかし、そういう面だけではなくて、自動車社会というも

のをどういうふうに考えるのかということも視野に入れる必要があるんじゃないでしょうかD

環境教育というのはそういうところまで含んだ課題ではないでしょうか。そんなことを議論

いたします。こういう地域づくりということも重要です。

これはあえて郊外の話をしましたが、千代田区はまったく逆の状況です。私も東京出身で

すが、東京都内は、またまた全然違う環境です。しかし、じゃあ子どもたちが暮らしやすい

社会かというと、やっぱり大人中心の社会なんです。その中で数は少なし、かもしれませんが、

千代田区で成長している子どもたちにとって、どういう環境を千代田区に係わる皆さんが提

供できるか、あるいは私を含めて提供できるのか、そんなことも環境教育の課題にできたら

いいなと思います。

2-2-3 学校と企業の連携のために
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表 3・2・3

学校と企業との連携のために

・コーディネーターの重要性（教育の論理で企業と交
渉し、教師とともに創造的に授業をつくる）

・学習指導要領が変わるのには時間がかかる→各
地で実験的・研究的に実践を重ね、先着引し、ゆるや
かなネットワークをつくっていく（cf 教清貢献活動推
進協議会）

・学校にはお金がない→企業は相応の経済的／人
的負担を、，fランティアが無報酬／低報酬でも活躍
できる『学びjの場を

・行政の担当者は、頭と足を使って11 ( rお金さえ出せ
ばいいJでは何も動かない、行政の人も一人一人の
人柄が問われている）

最後に学校と企業との連携のためにという

ことでいくつかお話をさせていただきたいと

思います。渋谷室長のお話でもコーディネー

ターの重要性ということが出ていました。こ

れは本当に重要だと思います。やっぱり企業

の方と学校が直接係わるというのは、ご経験

のある企業担当者がいないと無理ではないか

ということをよく感じます。私どもも企業と

学校をつなぐ NPO をつくって日々活動して

いるわけですが、学校には学校の論理があっ

て、そこはあまり企業と歩み寄らないほうが良いのだと思うんです。企業は企業の論理があ

って、学校は学校の論理があって、違う論理の中で何が一緒にできるかということを考えて

いかないといけないわけで、あまり企業が学校の論理に理解を示すことが良い方向だとも思

いません。どこか無理が生じてくるのだろうと思います。

ですから、教育の側の論理をきちっと出せる人がいないといけないのですが、やっぱり先

生方だけでやるというのはかなり無理があると思います。仕事が多いです。そして何よりも

勤務時間の中で、企業に行ったりはできませんから、どうしたってコーディネートする人が必

要です。こういうものを大学が担うということは非常にいいごとだと思います。ですから、

法政大学の皆さんには非常に期待しておりまして、何でもお手伝いしますと申しているんで

すが、この千代田区で法政大学がコーディネートの役割ができて、企業と学校を結ぶことが

できれば、他だ、って同じようにやろうという大学が出てくると思うんです。

今は我々だけと言ってはちょっと言い過ぎかもしれませんから、あまり大学がそういうこ

とをやっていないんですよね。ぜひこれはもう法政大学に頑張っていただいて、千葉には千

葉大があって、東京には法政があって、どこには何があるというふうに、全国に企業と学校

をつなげる大学というのがたくさんできてきれば、世の中だいぶ良くなるのではなし、かと思

います。ぜひ頑張りましょう。

「学習指導要領はなかなか変わらなしリという話なのですけれども、さっきもちょっと触

れましたけれども、制度が変わらないと何もできないと言いたくなるんですよね。でも、制

度を変えるのは先駆的な実践なんです。実践が全然ない中で文部科学省が学習指導要領を変

えるはずはないんです。ですから、環境教育についてもっともっと学習指導要領に入れば良

いなと思う、その気持ちはよくわかります。私も同感ですけれども、環境教育の良い実践が

行われて、どこの学校も真似したくなって、もうかなりの学校がやっているのに、学習指導

要領は追いついていないという状況をつくらないといけないと思います。まず実践をするこ

とだろうと思います。

私どもではここに教育貢献活動推進協議会と書きましたけれども、企業のネットワークを

つくって教育貢献活動を進めていこうという活動もしております。多くの企業、そして学校、

さらにコーディネーター、そういったものがつながっていって、魅力的な実践をどんどんつ

くって、どんどん発表していくということが必要だと思います。学校にはお金がないんです。

それぞれ自治体で、あるいは国からの援助等で工夫して予算が付く場合もありますけれども、

基本的にはお金がないわけです。これは日本という国がどれだけ教育にお金を使っているか
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という問題なのかもしれませんけれども、学校が自由に使えるお金というのはほとんどない

わけです。

企業の皆さんがある程度、経済的負担をしていただきたいと教育の側からお願いしたいと

ころです。ただ企業だってそればかりやっているわけにはし、かないだろうと思います。なか

なか経営も厳しいなかですので、教育のためにそれが直接利益につながらないのに、宣伝も

できないのに、そんなに人を割けるかと言われるとそうだと思います。そうしますと、ボラ

ンティアというんでしょうか、第三者が自主的に活動できるということがあるといいわけで

す。

ただボランティアというのを単なる慈善事業で何も得るものはないけれども、善意でやっ

てくれる人というふうに思われるとまずいので、ボランティアというのは学ぶ人というふう

に考えるといいと思います。私どもの NPO はほとんど学生が活動主体になっております。

学生たちは交通費等々は出すようにいろいろ工夫しておりますけれども、基本的にはそんな

にお金が得られる話ではなくて、無報酬・低報酬で活動しているわけです。おそらく人を雇

っていったら、こういう活動はなかなか進まないわけです。

しかし、学生にとっては生き生きと学べる場が確保されているわけです。いろいろな企業

の方とお会いして、就職活動なんかで、行ったら会えないような方ともお会いできるわけです。

社長さんなんかとお会いする機会もあって、学生と社長さんが対等に話をする場面なんかも

珍しくないわけです。そして学校にも伺う。学校でも一緒に授業をつくるパートナーですか

ら、学生にとっては教育実習でお世話になる指導教員とはまた違って、一緒に考えられる。

そこで学校というものをまた見つめ直せるわけです。そうした機会というのは学生にとって

は貴重な学びの場で、意欲がある学生はこういうところで活動することに労をいとわないだ

ろうと思います。意欲がある学生というのはまだ数が少ないなと思っていますけれども、我々

の宣伝が足りないのかもしれませんが。しかし各地区でそういう人たちを必要数集めるとい

うのは、そんなに難しいことではないのだろうと思います。

もちろん学生だけではなくて、昼間自由に時間がとれる大人の方はたくさんいらっしゃる

だろうと思います。今後 2007 年以降はそういった方も増えると伺っておりますが、地域で

ボランティアで動ける、そしてそれが学びになる、というふうにしてやりがいを持って動い

て下さる方を組織することはそんなに難しいことではないと思います。つながり方が不十分

だとまずいですが、うまくつながり方をつくっていって、そしてここに来れば必ず良い勉強

ができる、学びができるというふうに思えれば頑張って働いてくれる人はたくさんいるだろ

うと思います。そういう人の力を借りなければ、なかなかこの活動はうまくいきません。で

すから、学生の学ぶ場である大学の果たす役割は非常に大きいはずです。

最後に「行政の担当者は頭と足を使ってj と書いたのですけれども、私もいろいろ自治体

だとか国の方とお付き合いをさせていただくことがございますが、とても熱心な方と、杓子

定規な方といます。もちろん行政の中のいろいろな事情は察する必要はあるわけで、いろい

ろな事情であまり余計なことを言ってはいけない。禁欲的にやらなければと，思って、情熱を

前に出さないで、やっていらっしゃる方もいるのだと思いますが、お金だけ出して、後はもう

きちっと決まったようにやって下さいねというようなことを言われると、喧嘩してやろうか

なと思うことも正直ございます。

行政の方であっても一人の人間として学校だとか企業、あるいはボランティアと係わって

いただかなくてはいけないと思います。この人がこの役所にいるから頑張るんだということ
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が実際たくさんあるんです。せっかく千代田区がこうやって下さっている。おそらく千代田

区の担当の方というのはすごく一生懸命されているのだと思います。全国の自治体、あるい

は国の見本になるような動きを千代田区の方に期待しております。

ということで、いろいろと論点になりそうなことをお話ししました。後のシンポジウム等

で深めていただければと思います。そして、この千代田区のプロジェクトを今後ますます発

展させていけるように、皆さん一緒に頑張っていきましょう。どうもご清聴ありがとうござ

いました。（拍手）
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第 3 節 ノミネルディスカッション

「企業と学校が連携する環境教育～持続可能な社会に向けて協働する地域社会～j

パネリスト

田中丈夫氏

小川雅由氏

東京電力株式会社環境交流グ、ループ副長

西宮市環境都市推進グループ課長

(NPO 法人こども環境活動支援協会元理事）

九ノ里幸子氏 越谷市立大袋東小学校校長

三橋伸夫氏 宇都宮大学工学部建築学科教授

荒川美奈子 千代田区立九段中等教育学校教諭

コーディネータ一

法政大学社会学部教授 田中 充

田中（充） それでは、これからパネルディスカッションに移らせていただきます。実は

パネルディスカッションに入る前にいくつか先ほどの基調講演について会場からご質問を

いただいております。渋谷室長が最後までいらっしゃられませんが、藤川先生は最後まで

いらっしゃいますので、いただいたご質問の藤川先生に関するところについては、フロア

討論のところでまとめて一緒にディスカッションしていきたいと思っています。そこで実

は渋谷室長に法律の関係のご質問をいただいておりまして、環境教育推進法では都道府県

にその方針や計画を立てるように義務付けているけれども、小中学校の場合、教育委員会

には市町村がどれだけの影響があるのだろうか、行政と教育委員会は協力関係にあるのか

という縦割りの関係、しかも小中学校の場合に市町村からの行政の働きかけをどのくらい

影響があるのか、こういうご質問をいただいております。ここだけ渋谷室長からちょっと

コメントをしていただけるとありがたいと思いますが、よろしいでしょうか。突然のご質

問で申し訳ありません。

渋谷 今のご質問ですけれども、義務づけはしておりませんで、あくまでも努力規定とい

うことになっております。都道府県、あるいは政令市レベルでは調査をしているのですけ

れども、約 3 分の 2 くらいの県、政令市で環境教育関係、の方針とか計画とかをつくってい

らっしゃいます。これは平成 5 年に環境基本法ができた時にすでにつくられているところ

もあるのですけれども、今回の基本方針が出て、これを見直して新しくするというところ

も多くみられています。

っくり方はいろいろ各都道府県でそれぞれのご事情がありますので、環境局がつくった

リ、環境部局と教育委員会が一緒につくったり、さまざまなノミターンがありまして、一概

にどちらがつくっているということは言えないということなのですけれども、教育部局が

行政部局とは違うというのは皆さん、ご存じの通りだと思いますが、近年はかなり緊密に
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連絡を取りつつ行っているという状況ができております。それでもどこの自治体に聞いて

も、なかなか教育委員会は教育部局というか、特に学校関係は何といいますか、固いとい

いますか、なかなか動いていただけない、協力いただけないというようなこともあるんで

すけれども、最近はこの法律ができまして、文部科学省からも通達が出たりしているとい

うことで、一緒に何をしていこうという動きが活発になってきております。

例えば、私どもと文部科学省で一緒にやっている事業として、学校の先生と地域の活動

リーダーの皆さん方を集めて一緒の研修をするというようなことも始まっていますし、他

の部局と環境部局の融合といいますか、一緒になっている町も出てきているというような

状況が見られますので、これからますますそういった動きは加速するのではなし、かと思っ

ております。以上です。

田中（充） ありがとうございました。まだ少し論点を深めたいところなのですが、ちょ

っとこのくらいにしておきまして、パネルディスカッションのほうに移らせていただきた

いと思います。

私のほうからパネリストの皆さんを簡単にご紹介をさせていただきたいと思います。皆

さん、今日の配布資料の一番後ろのところに、パネリストの皆さんのプロフィールがあり

ますので、ご紹介させていただきます。今日は 5 人の方に話題提起を含めて登壇いただい

ております。

こちらから東京電力の田中丈夫さんです。どうぞよろしくお願いいたしします。（拍手）

企業の取り組みについてご紹介いただきます。

それから小川雅由様でいらっしゃいます。よろしくお願いいたします。（拍手）行政の

お立場と NPO のお立場で多面的に活動されています。そうした取り組みの実態について

ご紹介いただけると思います。

九ノ里幸子先生でいらっしゃいます。どうぞよろしくお願いいたします。（拍手）先生は

小学校で実践的な環境教育の取り組みをされておりまして、教育現場での取り組みという

ことで、ご紹介をしていただくことになっております。

三橋伸夫先生でいらっしゃいます。（拍手）三橋先生にはグラウンドワークの研究をされ

ていまして、そのグラウンドワークというのが行政と企業と住民のいわば協働、パートナ

ーシップ、こうした観点から環境教育の取り組みについて論点を出していただくことにな

っています。よろしくお願いいたします。

最後ですが、荒川美奈子先生でいらっしゃいます。どうぞよろしくお願いいたします。

（拍手）荒川先生は区の中で新しい学校、中等教育学校という中高一貫の学校の建設づく

りに携わっていらっしゃるので、そうした中でどのようなコンテンツ、プログラムを構築

するか、そんなお話を聞かせていただければと思います。

さて、こうしたメンバーでディスカッションを進めていきたいと思いますが、まずこの

進め方について、かいつまんで私のほうからご紹介させていただきます。千代田学のそも

そもの今年度の概要は先ほど山田さんからご紹介した通りで、つまり区の中に位置する企

業と、今教育の現場、区の中での教育現場で抱えているさまざまなニーズ、これをどうい

うかたちで結びつけたらいいのだろうか、こういうことが私たちのシンポジウム、パネル

ディスカッションの問題意識にございました。
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そこで今日は 5 人の方をお招きさせていただきまして、それぞれ最初に 10 分ほどでそ

れぞれの活動の具体的な実践事例をご紹介していただきます。それぞれのお立場でコメン

トをさせていただきたいと思います。まずこれが第 1 ラウンドで、順番に田中さんから始

まって荒川先生までお願いしたいと思います。その後もう一度、第 2 ラウンドとして、第

1 回目のラウンドで言い足りなかった点について、補足的に数分でご紹介させていただく

ということです。こうした 2 ラウンドのパネリストの側からのご紹介があった後、皆様か

らご質問等を挙げていただくということになります。

その場合には、先ほどもございましたが、質問票に適宜、書いていただきまして、書き

終わった段階で手を挙げていただければ、係、の者が回収に参りますので、質問の時間を待

たなくて、どうぞ、パネルのご発言を聞きながらでも、質問用紙を提出いただければと思い

ます。それを集めさせていただいて、私のほうからフロア討論の時間に、その意見・質問

を紹介しながらパネリストの皆さんにご対応いただくというかたちになります。おおむね、

こうしたかたちの中で最後にまたもう 1 ラウンド、パネリストのほうからお時間があれば

お一言ずつコメントをいただきまして、およそ 1 時間をめどに、だいたい 1 時間半近くご

ざいますけれども、論議を進めていきたいと思います。そんなかたちですので、せっかく

これだけの会場の皆様にお集まりいただいておりますので、積極的なご発言なり、コメン

トをいただければ幸いです。そんなかたちで進めさせていただきます。

それではさっそくですが、田中様にご紹介いただくということで、パネリストの皆さん、

ちょっと壇を下りていただきまして聞いていただければと思います。それではよろしくお

願いたします。

田中（丈） はじめまして。東京電力の環境部環境交流グループというところから参りま

した問中丈夫と申します。本日はこのような機会をいただきましでありがとうございますD

今日は東京電力の環境教育の支援ということでお話をさせていただきます。

私たちがエネルギ一環境教育支援を行っている目的ですが 私たちの生活の土台を支え

てくれている自然、あるいは豊かで快適な暮らしを支えているエネルギーを、東京電力の

事業領域の中でご理解し、ただけたらという思いで、大きく分けると自然分野とエネルギ一

分野の環境教育を行っております。自然分野というところに、皆さん疑問を抱かれるかも

しれないですが、後々ご紹介したいと思います。加えて昨年からは食育にも力を入れ始め

ております。そのため 3 つのテーマで私どもの環境教育支援の体系についてお話を進めま

す。

こちらがエネルギー環境教育の支援の体系図です。まずテーマは、エネルギー全般分野、

それと自然環境保全、さらにその他に分けられておりまして、エネルギー全般においては

小中高、大学生の次世代層、あるいは先生方を含めた成人層、それと自然系の自然環境保

全のテーマについては小学校 中学校、先生方を対象に環境教育の支援活動を行っており

ます。

それでは具体的に教育支援の活動を紹介させていただきます。まずはエネルギー講座。

いわゆる出前講座で、学校に当社社員がお伺いし、発電方法の仕組みゃ、暮らしの中のエ

ネルギー、エネルギー資源の有限性などエネルギー問題、あるいは地球環境問題について

ご紹介し、エネルギーと環境問題について考えていただくきっかけづくりを行っておりま
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す。毎年約 13 万人の小学校、中学校、高等学校の次世代を担う皆さまにこのエネルギー

講座を受講していただいております。

これが発電所に来ていただいたときの様子です。発電現場を実際に見学していただいて

どうやって発電されているのかを体感していただくことが大切と考え エネルギー講座を

受講していただいた後、発電所に来ていただけるようお願いしています。このように発電

所に直接来て下さるお客様は小学校、中学校、高等学校で約 7 万人にのぼります。

それと新しく始めた試みです。私どもでは全国小中学校環境教育研究会、これは先生方

の組織がございますが、この組織と一緒になってさまざまな取り組みを行っております。

また後で自然系の取組みも紹介いたしますが、教職員対象のエネルギ一分野の環境教育支

援を今年の 2 月 19 日に実施しました。きっかけとしては、全国小中学校環境教育研究会

の先生のほうから、エネルギー問題についても研修会を行って欲しいという依頼があり、

それを受けて実現しました。

先生の中でも、例えば地球温暖化とかオゾン層破壊とか、あるいはヒートアイランド現

象の仕組みを正確に説明できない先生もいらっしゃるというような話がありまして、それ

では私たちの持っている知見をうまく活用していただければという思いで この研修会を

催しました。講義の項目としては、上手なエネルギーの使い方、つまり節電だけではなく

て、ガスの消費を少なくするとか、あるいはガソリンの消費を少なくするとか、エネルギ

ーの全体の使用量を少なくするような方法を説明いたしました。さらに、発電の住組みを

自ら体験できる工作でご理解いただいたり、送電線系統の模型を使い停電が起こるまでの

実験も行いました。当日お越しいただいた先生方には、私どもの説明で使用したパワーポ

イントの資料をお配りしました。学校ですぐ活用していただけるようにという思し、からお

渡ししましたが、先生方には好評でした。

それと「環境学習ブック J を始めとする資料の提供です。先ほどの基調講演の中で学校

に届けられる教材の数が多すぎて選択に困るとの指摘もありましたが、そうならないよう

に持参する際に活用方法などを説明させていただいております。「環境学習ブック J は小学

校、中学校、あるいは先生用に分類してあります。生徒さん用については、どうやって調

べ学習をしたらいいか、あるいは発表する時にどういうふうに発表したらいいかというよ

うなヒントを紹介しています。

続いて自然分野の環境教育支援についての具体的取り組みです。発電所の緑化事例とい

うことで、ここに写真があります。東京電力の火力発電所、原子力発電所とも現在では自

然が非常に豊かになっております。当時は環境保全林として地域に適した樹種を選び植栽

しておりましたが 10 年ほど前から生物の多様性に配慮、した発電所の緑化づくりを進めて

きました。生物の多様性に配慮するということでは、発電所緑地の中に池をつくったり、

草地をつくったりということを行った結果、発電所の中でもさまさまな生き物が暮らすよ

うになってきました。例えばこれはチョウトンボという非常に珍しいトンボなのですが、

都会の中の品川火力発電所構内でけっこう発見されております。当然のようにこの発電所

の中でも小さな生態系ができております。アオダイショウも発見され発電所といえども多

くの生き物がすんでおります。

そのような発電所の緑地を活用して、自然観察会を平成 5 (1993 ）年から催しておりま
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す。こちらのほうに発電所の事例を紹介しでありますが、横浜火力、袖ヶ浦火力、千葉火

力とさまざまな火力発電所で行っております。たぶん今年には累計 1 万人のお客さんが来

られると目算しています。

これが自然観察会、ペアウォッチング体験ツアーと称していますが、このペアウォッチ

ングは、 1 人で自然を観察するよりも、仲のいい 2 人で自然を観察したほうがより多くの

発見とか感動があるとのコンセプトからペアウォッチングという名付けております。

この自然観察会のノウハウが蓄積されてきたところで、「自然観察アクティピティハンド

ブック」を作成しました。今回皆様のお手元にお配りさせていただきました。 30 種類の実

践で役立つアクティビティを紹介しております。

それと先ほど先生対象のエネルギ一分野の環境教育研修会を説明しましたが、自然系に

ついてもぺアウォッチング、自然観察会で培ったノウハウをご提供する研修会を実施して

おります。この研修会は平成 11 (1999 ）年から始めましたが、平成 14 (2002 ）年から始

まった総合学習の時間が始まる前に、全国小中学校環境教育研究会の先生から、「今後総合

学習の時聞が入るんだけれども、自然観察会のほうで何か手伝ってもらえないか」がきっ

かけとなり、こういう環境教育の研修会というものが始まりました。こちらが全国小中学

校環境教育研修会の先生方と一緒になって行っている取り組みです。こちらの自然観察会

に参加していただくと、同時に自然観察指導員の民間資格も取得が可能になっております。

最後の教育支援への取り組みですが、東京電力ができる「食」に係わる支援に取り組ん

でいこうと、昨年の 7 月に新しいグループができました。「食」に係わるエネルギーの利

用についての情報を提供したり、発電所の土地で農作業を体験していただいたりしていま

す。また、親子向けのパンフレットを作成しておりますが、これは地域で採れる野菜を応

援するもので、埼玉のタマネギとか、千葉のニンジンは既に作成しました。ご家族全員で

楽しめるような内容になっております。

以上で、雑駁ではございますが、終了させていただきます。ありがとうございました。

（拍手）

田中（充） ありがとうございました。それでは小川様から西宮市、そして LEAF の活動

の紹介をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。

小川 こんにちは。兵庫県の西宮市、甲子園球場の町ですけれども、そこから来ました小

川といいます。よろしくお願いします。今日は子ども環境活動支援協会という NPO の活

動のご紹介ですが、この NPO は平成 10 年に西宮市役所が呼びかけ人になりまして、市民・

事業者・行政のパートナーシップで、つくるということでできた任意団体で、平成 14 年に

NPO 法人の資格を取って行政支援を去年まで行いましたが、去年から完全独立をして自立

した NPO になっております。私はその当時からこの協会の立ち上げをやってきたという

ことで、途中まで理事をしていたのですが、今現在は離れておりまして、環境都市推進グ

ノレープの課長としてやっております。

企業、学校、行政、 NPO の連携による環境学習プログラムは、当時私が自分で企画した

ものですから、 3 年間やらせていただいた内容を少し報告させていただきます。皆さん、

お手元に資料がいくつかございます。西宮の事業に関する部分のメインはパワーポイント

のデータで同じようなものがここにあります。これを一つ見てください。子ども環境活動
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支援協会の活動案内はこの LEAF という緑と赤のパンフレットがございますので、これを

見て下さい。それとあとこの表題に関する実践事例集はこういう緑のちょっと分厚いパン

フレットがございます。ここにすべて入っておりますので、この内容についてはもうこれ

を読んでいただいたらわかるかと思います。

もう一つ、追加のコピーで環境学習を通じた持続可能なまちづくりというレポート、 A3

のものを半分に折ったものがございます。ここに西宮市として行っている環境学習事業の

体系をまとめたものがございますので これらをご参照ください

これは今 LEAF の紹介の部分です。事業内容が約五つございます。地域に根ざした持続

可能な社会に向けた教育、それから自然体験活動、企業課員と連携した環境教育、世界の

子どもたちの環境活動をつなぐ交流事業、出版とか広報事業です。個人会員が 187 、企業

会員が 83 団体入っていただいております。役員構成は学識経験者、行政、自然保護団体、

教育、企業、協同組合、こういう多様な人たちが入って理事を構成しておりますので、 LEAF

として議論していくすべての活動の方向性がパートナーシップの中で生まれていくようで

す。基本的には持続可能な社会のための教育をどうするかということ、こういったところ

に重きを置いております。

地域根ざした環境教育ということで西宮市とこの LEAF で共同開発したものですが、今

8 年に入るんですけれども、エコカードというものを小学校 1 年生から 6 年生まで全員に

毎年配布して、活動するカードにハンコがもらえる。それは学校の先生、地域、スーパー

マーケットすべてでもらえまして、そこで 10 個スタンプが集まれば環境省子どもエコク

ラブのアースレンジャーと同じように認証されるというそういうシステムが、もう 8 年間

地域の中に定着しておりまして、スタンプを預かっていただいているのは市内の小学校の

先生全員と、プラスアルファで 1800 人くらいがスタンプを預かっていただいて、 2 万 6000

人、子どもの活動を支援するという体制です。

こういうエココミュニティ情報掲示板というようなものをつくったり、あと中学生以上

の大人を対象にエコアクションカードというのを今年度から試行的にやっております。震

災がありましたので、震災以降、防災教育と環境教育をし、かにつなぐかということで、ま

ちの語り部を養成するとか、こういった事業も進めております。あと山、川、海というも

のがあって、こういう自然体験型の施設、そういったものも教育委員会から LEAF が委託

を受けるなりして運営しております。

環境会員と連携したプログラムというのは、後でまた紹介しますが、 3 年目になりまし

て、だいたい 30 社の企業がこの衣・食・住・エネルギー・エコ文具・ビン、という分科

会に分かれて循環型産業ということを子どもたちに考えてもらうための出前授業を小中高、

それぞれの機構に応じてやっております。そのためにいろいろなミーティングをしますし、

企業人の研修という位置付けで、こういう学校へも出前授業をどう組み込んだらし W 、かと

いうことでの検討会もやっております。

千代田区のことも含めて子どもエコクラブの一つの課題となるのですが、いかに地域、

学校、家庭をつないで継続的発展性のある環境学習ができるかということで、エコカード

を使ったシステムというのがそれの一つのヒントかなと思っております。基本コンセプト、

これはもう平成 4 (1992 ）年から始めた西宮市では地球ウォッチングクラブという名称で
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進めている事業です。

こういうふうに地域、学校、家庭というのはほとんどいろいろな地域で言われるのです

が、じゃあ、誰がそれをつなぐんだというと、意外と実際のつなぎ手がいない。そのつな

ぎ手は誰がというふうなことを考えた時に、実は子どもがこのエコカードを持って環境学

習をすれば学校の先生にハンコを捺してもらう。また地域で美化活動に参加したり、リサ

イクルに参加すると、そこでハンコをもらう。お店でマイバッグを使って購入すると、お

店でもらうというふうに子どもが動いてくれることで、地域を全部つないでいくことがで

きます。地域も大人も子どもにハンコを捺す時に、自分も環境マインドを刺激されていき

ますので、双方学びというものをここからっくりあげて、こういう地域の風土をつくって

いくということを、このエコカードシステムで、今っくりあげています。この上にどんなふ

うに教育効果の高い内容を持ち込んでいくのかというのが今からの課題です。

こういうかたちで、今 2 万 6000 人の子どものうちのだいたい 1 割の子がアースレンジ

ャーになるんですけれども、事業としてはいろいろな展開がありますが、活動を一挙に増

やすというよりも、むしろこういう地域のシステムを根付かせることを今大事にして進め

ています。

お店とかにこういうステッカーが張ってあって、今だいたい 400 ある自治会のうちの

100 の自治会がスタンプを預かっていただいていますし、スーパーマーケット、文具店は

すべてハンコを預かっていただいています。公民館、児童館、地域団体、こういったとこ

ろが支援者になっています。半分お遊びを兼ねたような。

1、2 年生、 3、4 年生、 5、6 年生で三つのサブプロジェクトみたいなものがありまして、

1、2 年生は親子で活動すると家族がアースレンジャー、ファミリーになる。 3、4 年生は

地域の大人 3 人からエコメッセージを集めてくると、そのクラス全員が参加して環境番組

をインターネットで放送することができるとか 5 6 年生はクラスの人数かける 7 個のハ

ンコをみんなで集めると、青年会議所から 5000 円をもらって、それを環境以外の福祉、

人権、国際交流というような社会的意義のある活動の経費として、そのお金を使うことが

できるという仕組みがあって、これが最近ずいぶん伸びてきております。こういうサポー

トセンターみたいなものがありまして、こういうところが活動拠点になっています。

企業会員と連携した環境教育の部分ですが、先ほどちょっと概略言いましたけれども、

LEAF の成り立ちそのものが企業さんと連携で生まれたような組織ですので、ある意味、

企業とし、かに環境教育を推進するかというのは必然というようなところがありまして、平

成 10 (1998 ）年から毎年、何らかのかたちで企業と連携しながら一歩一歩、歩みながら

それが 3 年目になって花が開いて、この 30 の企業さんがこういう循環型の産業構造を考

えるということをテーマに学習プログラムをつくって下さいました。ここには大手の企業

もあれば、町工場もあれば、もう本当に雑多な企業の方が同じチームの中で年間 10 回く

らい集まりながらプログラムをつくっていただきまして、学校でしていただいております。

この中で一番大事なことは、単に大人が子どもに教えるのではなくて、教える側の企業

人が子どもから多くのことを学んで、自分たちにとってプラスだということが、感想から

すごく出ています。子どもたちはやっぱり生きる力というのは、生の学習ができますから、

生活と学習を結ぶとか、こういう双方向に成果が生まれるのが大事かなということです。
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こういうふうな、それこそ関西であれば大阪ガスさんも関西電力も一緒のチームの中に入

ってやっておりますので、呉越同舟的なものもありますが、そういったところを大事にし

ながらやっていこうと。

特に単体の企業が学校に入るというのは非常に難しいですので、 NPO が窓口になって複

数の企業さんをまとめて同時に学校へ入ってきている。こういうことで、むしろ産業の全

体像を子どもたちに見せられますし、企業さんが学校に入る上での障壁もなくしている。

そういう役割を NPO が担っております。

今現在 NPO の役割は、先ほどから出ているコーディネーターの役割ですが、助成金を

もらっている時はお金が出るかというと、実際日本の助成金制度では人件費は出なくて、

まったく赤字で 200 万ほどお金をかけて、この事業に市の職員を NPO として働かせまし

た。最終的にどうして回していくのかということで、この事業は西宮市として目玉になる

事業ですが、市が LEAF に委託している環境学習事業の中に、企業をマネージメントする

ことも含めた経費を盛り込んで契約するというかたちで事業継続を今進めております。

これも先ほど言いましたように、順番にやっと達成してここまできましたので、なかな

か一足飛びに企業聞の連携とか、行政との連携とか、学校との連携ができているわけでは

なくて、ステップアップを踏みながら現在も一つのモデル化のところまできております。

今後ですけれども、一つは西宮市の環境まちづくりの方針としてエココミュニティ会議

というのを中学校区に一つっくりたいと思っています。その中学校区の中にある企業さん

が、その校区にある学校を支援できるような新たな仕組みづくりを 20 地区で進めること

と、あと全国的にこういう活動が普及できるように何らかのかたちで LEAF が役割を担え

たらと考えております。

ざっとこういうことで平成 15 年に環境教育推進法ができた時、この環境学習都市宣言

を行いまして、常に環境問題は矛盾の結果ですからその矛盾を克服できる社会と人づくり

が大事だということで、こういうセミナーを行っております。

以上で報告を終わらせていただきます。ありがとうごさいました。（拍手）

田中（充） どうも小川様、ありがとうございました。おそらく地域ぐるみの環境教育推

進としては最先進の事例かなと思います。それでは 3 番目の話題提供となりますが、九ノ

里様、どうぞよろしくお願いいたします。

九ノ里 埼玉県越谷市立大袋東小学校の九ノ里と申します。どうぞよろしくお願いいたし

ます。子どもたちの前での話には慣れているのですが、大人の方、それも環境の専門の方

がほとんどだと思いますので、緊張してお話をさせていただきます。どうぞよろしくお願

いいたします。

本校は環境教育に取り組み始めまして 11 年目になります。校区内にクヌギやナラの林

があります。その中に県のサンクチュアリ事業でビオトープがつくられました。そしてそ

のピオトープでコンクールにもお世話になったことがあります。また環境省のほうでエコ

クラブをっくりました時も最初から入っておりまして、越谷市のエコクラブは会員数が多

いと聞いております。

企業と学校が連携する環境教育ということで、埼玉県は学校と民間のジョイントプロジ

ェクト推進事業というのを今年度立ち上げました。環境教育や国際理解教育、福祉教育、
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ボランティア教育、キャリア教育、消費者教育などの分野で学校と企業、 NPO 団体などの

民間の力をお借りして学校と一緒に子どもたちの豊かな学習をつくっていこうというふう

な取り組みです。全部で応募は 10 校でした。その中で本校は環境教育に募集に応募しま

した。

協力団体決定までの流れは、学校から計画書を出しまして、県教委は協力団体のインタ

ーネット公募をしました。本校は 4 団体が申し込んでくれました。その申し込んでくれた

団体と学校が打ち合わせを通して、ジョイントの企業が決まるようになりました。県教委

は推進委員会を組織しまして、その推進委員会で企業等がプレゼンをするということにな

りましたロ教育課程の変遷のあり方とか、民間のノウハウを学校教育にどのように活用し

ていくのか、そのあり方に共同で研究していきました。

本校の環境教育のテーマは「心豊かに生き生きと活動する児童の育成」ということで、

「自然や人、物との係わりを生かした環境教育J について実践を進めております。将来を

担う子どもたちが身近な生活の中で地球環境やその他の環境について学校、そして家庭、

さらに地域と一緒になって取り組みたいと思い、この学民ジョイントという研究に併せて

取り組んでおります。

研究は「ハイクレーJ という埼玉県の久喜市にある企業さんと共同研究することになり

ました。本日、会場に担当の方も来て下さっています。 3 年生で取り組むことになりまし

た。「無駄から抜け出す第一歩」という内容です。社会科の学習では 3 年生の学習で、ま

た 4 年生でというところもありますが、本校では 3 年生で総合的な学習のテーマをこのよ

うに決めて取り組むことになりました。

研究計画がありますけれども、団体の決定が 7 月でしたので夏休みに打ち合わせを行い

まして、学校の計画、それからお願い等をお話ししまして、 9 月から授業に実際に入るこ

とになりました。そして 10 月 7 日に環境教育の研究発表を近隣の学校等にいたしました。

打ち合わせをする時に気を付けたこととしましては、子どもたちの実態を説明して、付

けさせたい力やテーマの狙いの共通理解、認識を図りました。企業さんとの関係もありま

して、互いに忙しい中で打ち合わせの時間を確保するのが大変難しい状況ですけれども、

授業で来ていただいたときに、その日の振り返りをしたり、また次の計画の話し合いをし

たりということで、お互いに便利なように進めました。

それから企業さんにお世話になるときは、体験的な学習を多く入れてもらうような計画

を入れていただきました。 3 年生は「無駄から抜け出す第一歩J という総合的な学習のテ

ーマの時聞が 32 時間です。最初に共通体験といいますか、共通理解を図るためにオリエ

ンテーションを 2 時間計画し、ハイクレーさんにごみの問題について説明をしていただき

ました。

そして次が共通体験からつかむという段階になり、自分の課題を決めていくことになり

ます。矢印の右側の黄色の中のような課題が見つかりまして、それから課題を追求すると

いう時聞が 7 時間ということになります。それぞれが調べたり、またこの中に企業さんに

も入っていただくことができました。中開発表会では全体でどういうテーマでそれぞれの

子どもたちが思っているかということを共通に理解する時間です。それから反省をしたり、

新たな課題を練り直したりし、課題を追求するということで 7 時間という計画になります。
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そして最後に学習発表会 2 時間学習しました。それぞれの中で企業さんに入っていただい

ています。

これは先ほどのジョイントの県の事業の他にもっと独自で民間の方々にお世話になった

内容です。「東ッ子環境デーJ で 6 月に自然やエネルギーについて 2 日間にわたって共通

体験をしました。生態系保護協会の方やコーディネーター、県のほうに環境について登録

されている方にも来ていただきました。エコフェスティパルを 2 回実施しました。これは

20 くらいの企業の方に来ていただきまして、それぞれの環境の取り組みの様子を子どもた

ちにわかりやすく説明してもらいました。それから東京エコプロダクツというのがありま

したが、それに 5 年生が全員で参加し学習しました。環境講演会もありました。

テーマ学習の中では「ピオトープを見直そう J という 5 年の総合学習が計画され、生態

系保護協会の方にお世話になりました。それからドコモがビオトープ再生事業に取り組み

始めまして 2 年目になりますので、それに応募しまして、ビオトープ改修のための支援金

をいただきました。今後もビオトープを再生していくために、専門の方に来ていただくこ

とになっています。「土博士」になろうでは、埼玉県の農業関係の行政の方に来ていただい

ております。

本校の外部の指導者は、民間企業の方、それから NPO の方々等たくさんの応援をいた

だし、た大まかな内容をお伝えしました。

以上でございます。どうもありがとうございました。（拍手）

田中（充） 九ノ里先生、ありがとうございました。小学校で、県教育委員会のプログラム

をとって、体系的に環境教育を進められたという事例の紹介でした。それでは 4 番目の事

例報告ということで三橋先生にご研究のお立場で、グラウンドワークを題材にした環境教

育と住民との共同といったテーマでお話をしていただきます。それではよろしくお願いい

たします。

三橋 皆さん、こんばんは。ご紹介いただきました宇都宮大学の三橋と申します。 5 年ほ

ど前ですか、文部科学省の科学研究費補助金、通常、科研費というものをいただき、「企業

とコミュニティが参画する環境教育実践に関する研究J というものを 3 年間やらせていた

だいて、それを論文として建築学会のほうで報告をしたものを千代田学のほうのリサーチ

でかすったと。それがご縁で今日に至ったわけです。

もう一つは、私は今宇都宮に住んでおりますが、以前は東京の町田におりまして、千代

田区の中に職場がございまして、 10 年度お世話になりました。そんなこともあって、今日

お引き受けさせていただいたわけですが、話の中身はグラウンドワークという、この手法

を今日のテーマである企業と学校の環境教育における連携で何だかヒントが出せないだろ

うかということで、お話をさせていただきます。

時間も限られていますので、結論的なことを、論点をお話ししておいたほうがいいのか

なということで申し上げておきますと、グラウンドワークというのは、まさに今ここに絵

にあるように土いじりそのものなのですが、もう少し抽象的な意味として社会の地ならし

といいますか、そういう意味合いもあるということです。つまり企業、それから行政、コ

ミュニティ、学校、それぞれ違う社会の中で違うセクターとして分類されています。それ

は大げさにいうと文化もそれぞれ違う。企業には企業の文化があるし、行政には行政の文
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化がある。コミュニティなり、学校、それぞれに大げさに言うと文化があって、連携とい

うふうに一口にいっても、なかなかうまくはし、かない。やっぱり異文化コミュニケーショ

ンが必要だ。そういう意味で、広い意味での地ならしが千代田区でこれから進められよう

とする企業と学校の連携の中で必要なのかなということを一つ申し上げたいということで

あります。

グラウンドワークというのは、ちょうどサッチャ一保守党政権ができてから始まったわ

けです。三者の関係で身近な環境を改善する、まさに土いじりで悪い環境を良くしようと

いうことです。イギリスのこういう、日本的にいうと NPO というのが、例えばナショナ

ルトラストとかシピックトラストというのは非常に美しい風景なのです。価値のある建築

物を守る、そういうことに対してグラウンドワーク、これはトラストがイギリス全国に 50

カ所ほどですが、そこはどちらかというと悪い環境を住みよい環境に直していく。そうい

う意味では千代田区自体と合わないといいますか、ですから千代田区にグラウンドワーク

を広げようという趣旨はあまりないということです。

その目指すところとしては、コミュニティの自立だということなのです。つまりまちづ

くりの一環で、その中に環境教育も入ってくるということです。ですから、ちょっと問題

を少し広げてしまうところもあるのですが、最後はトラストが運営して、かつそれがイギ

リス国内のネットワークをつくっている。今はそれが海外にも進出しました。アメリカ、

ヨーロッパのほかの園、それから日本、平成 6 ( 1994 ）年だったかと思いますが、ですか

らもう 12 年ほど経つのですが、日本グラウンドワーク協会というのができまして、つい

最近まで千代田区にその事務所があったのですが、今は中央区です。そっちのほうが事務

所が安いというので移ってしまったのですが、こちらとも係わりが強いというところであ

ります。

そういう中で日本の、今正確に私も覚えていないんですが、 10 カ所近くはもうできてい

るんです。ただ、つくるまでが大変というのと、つくってもなかなかうまくプロジェクト

が回らない。もう 10 年経つのですが、非常に苦しんでいるところがあって、その苦しみ

の多くは今冒頭で申し上げた文化がなかなか違って、コミュニケーションを図っていくの

が難しいということです。

イギリスのほうのグラウンドワークの紹介はあまり本題ではないんですが、今の日本と

非常に似た、 25 年前くらいの状況があったということを一つ、それから仕組みが全国ネッ

トになっていて、 トラストというのは県とか市と言われるレベルで、一つ設立される。一

つできてしまえば、もうその地域には二つはできない。そこでは中小企業なり、ローカル

な団体とつながる。それから今日本で道州制の議論が始まったようですけれどもこれがこ

れでまた一つトラストになっているということのようです。

ここのレベルでは、大企業が主としてプログラムを提供する。今までの環境省のお話と

か、東京電力のお話とか、今の西宮の法人のプログラムの多くがここでは大企業が提供し

て、ここでその地域のニーズに応じて下ろしてくるみたいな仕組みになっている。ですか

ら、大企業自体が企業の持っている資源を使って、直接地域でという構図ではなくて、プ

ログラムとして提供して資金とかノウハウとして提供して、実際に動くのはグラウンドワ

ークトラストでそういった取り組みがされる。地域のある中小企業はまさにもう労力提供
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だったり、資材、機材の提供だったり、土地、建物の提供だったりという、あまりお金の

かからないようなかたちで係わるということになっています。

概要としてはこんなかたちで、学校でいうと 4000 校くらい、企業でいうと 9000 企業く

らいと、いろいろなプログラムに即したかたちで地域のプロジェクトとして展開するとい

う、アウトラインとしてはそんなかたちになっています。ですから、環境教育のほかに広

い意味でのまちづくり、特に地域再生と日本で今言われていますが、非常に産業が斜陽に

なって失業者があふれ、若者がどんどん犯罪に走るというような地域をどうやって立て直

していくかという中での三者の連携、その中にはコミュニティの参画、教育というものが

あって、その中に環境教育として学校と企業が連携しているということです。

事例ですが、これはイギリスの電力会社ですが、送電を担当している全国ネットの会社

で、その企業の敷地の中で企業が建物を建ててグラウンドワークのトラストの抱えている

専任の職員の人が 1 人ついて、これはパンフレットからとった写真ですが、こういうかた

ちで環境教育を進めている。これは一般の企業ですが、池を掘ってビオトープのようなも

のをつくって、そこに周りの学校が環境教育のフィールドとしてここを活用するというよ

うな関係です。

それからこれは 4 人くらいしか従業員がし、ない鉄鉱石を掘っている会社なのですが、今

でも細々とやっていて、これを博物館のようなかたちでグラウンドワークに係わって、こ

ういう、これは大企業が中小企業の敷地の環境を改善していくプログラムというのを提供

していて、それに応募して資金がここに使えた。マッチングと言っていますが、企業が例

えば 100 万円出せるというのであれば、それと同額をそのプログラムから出して、 200 万

円で事業ができるという仕組みになっています。

これはやっぱりこの小学校なのですけれども、池を掘って、これが環境学習でイギリス

の場合、非常に大変です。古い公社を移築して、これを環境学習の校舎として使っている。

ちょっと離れたところに新しい校舎がある。この校舎に続く森を自治体が管理しているの

で、これから活用する。キャンパスの整備も企業がいろいろお金を出したり、アーテイス

トを雇ったりしながらやっている。

日本のほうですが、 10 カ所近くあるということですが、あまり詳しく説明できませんが、

これは福岡で昔の炭鉱地帯です。ですから、ウエールズと交流を始めているのはそういっ

た歴史的な風土といいますか、似通っているということで交流をしているわけですが、実

際竹炭をつくって、窯を学校の隅につくって、父兄の人たちも協力して、竹を窯で焼いて

こういうバザーで販売して、地域にあるイモリ、そういう希少な動物がいるせせらぎに、

竹炭を使って水を浄化するとか、そういう取り組みをしています。

炭を売ってイギリスに行きたい。これは一つの小学校で 20 人ちょっとくらいしかいな

い学校なのですが、 6 年生が 1 年間こういう取り組みをして、これで竹炭を売ってわずか

なお金なのですが、やっぱりイギリスに行きたいという話になりまして、引率者も含めて

800 万かかる。当初は難しいだろうと思っていたんですけれども、新聞で取り上げたりし

て、九州電力とかテレビ局とかいろいろなところで、あるいは日本航空かな、いろいろな

ところからお金が続々集まって、結局行けたということであります。それを契機に向こう

の学校からも来るし、こっちから行くというような交流が始まった。資金的にはけっこう
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きついのですが、そんなことが福岡ではやられています。

これは私のいる栃木県で、これは農水省の事業で、従来三面コンクリート張りというか、

土だったところを崩れたり、あるいは雑草を抜かなくてもいいようにと、コンクリートの

水路になってしまうようなところばかりのそういう事業というので、生き物がし、なくなっ

てしまうということで危機感を覚えた県の職員の人と、町の人が中心になって地域に働き

かけて、メダカトラストというのがありますが、メダカだけじゃないのですが、いろいろ

な珍しい動植物がたくさんあって、それを一時的に避難させて、事業が終わって戻す。戻

しでも棲息できるようなかたちで事業を進めたD 全部ではないのですが、そういうような

自然環境、再生型事業を農水省で始めて、それをきっかけとしてグラウンドワークとして

法人化したような例です。

グラウンドワークでは三島がいちばん有名で、これはグラウンドワークの原点と言われ

ているのですが、源、兵衛川という奈良時代に開発された農地のための人工の水路だったん

ですが、 1000 年以上たって、もう自然の川になっていて、それが昭和 40 年くらいまでは

水も豊かにたたえていたのですが、工場が立地してきて、地下水を汲んだりして枯れてく

る。こういったお宅もごみを捨てるとか、排水が垂れ流されるというので、一時期はひど

い状態だったのですが、これは農水省の事業をきっかけにして環境の整備がされる。そこ

に集まった地域の団体がトラストをつくって、その後ここにあるようないろいろな事業を

展開するようになってきているということです。いきさつはこんなかたちです。湧水が非

常に豊かな町で、そこで昔の豊かだった水環境をもう一度みんなで取り戻そうというその

辺の共通の願いが、こういった文化のことなどいろいろな団体が大同団結して、大学も入

ってきているわけなのですが、商工会議所とか、これで今グラウンドワークというものが

機能しているということです。

最後に課題としては、今までのお話しの中から出てきているコーディネーターの重要性

がありますが、それをどう組織化していくかということが一つあると思います。それから

一つの学校単位で連携を進めるということを考えた時には、地域の特性といいますか、資

源、をどう評価するか、そこで皆が同じ土俵で連携して活動ができるものは何があるかとい

うことをきちんと押さえるということが大切です。それからプラットホームといいますか、

ですから、今までご紹介したようなグラウンドワーク、 トラスト、これはイギリスにして

も、日本にしても、ある意味ではプラットホームだと思います。そこにいろいろな資金、

お金、ノウハウ、資材、機材が集まってきて、一つの共通の願いがそこで実現していくと

いうようなことで、それをどうつくるか。

そこで特に企業について言えば、やはり何のためにやるのかというあたりの理念を、そ

ういったプラットホームの形成と絡めて詰めてし、かないと長続きはしないだろう。もう一

つは企業のために申し上げておけば、やはりイギリスと日本でこういうテーマで考えたと

きに、大きな違いは税制にあるのだろうと思います。もう少し企業自身が自分の企業活動

の理念が追求できるような税制というものをつくっていくことも、長い目で見れば必要か

なということです。また逆に言えば、こういう税制の問題というのは、やはり企業自身が

こういう理念をもっとはっきりと持っている。そういう時代にならなければ、こういう見

直しも逆に言うとなかなか進まないのだという気がしています。
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時間をオーバーして申し訳ありませんが、私の話を終わらせていただきます。どうもあ

りがとうございました。（拍手）

田中（充） 三橋先生、ありがとうございました。グラウンドワークの手法で企業と地域

社会が連携するという事例の紹介をしていただきました。ありがとうございました。それ

では最後の事例報告ということで、荒川先生から千代田区の取り組みについてご紹介して

いただきます。どうぞよろしくお願いいたしますD

荒川 はじめまして。千代田区九段中等教育学校の荒川です。こちらのほうには千代田区

区立九段中学校の教諭と紹介されておりますけれども、九段中等教育学校は本年 4 月に開

校します。今回パンフレットを大きな紙袋の中には「あなたを待っていますJ と書かれて

います。今年の生徒募集用のパンフレットと、あと雑誌のほうにもビニール袋に、これは

動物ではございません。ちゃんと植物の種なのですけれども、これを付けた資料を基にお

話をさせていただきます。

九段中等教育学校なのですけれども、千代田区が日本の中で初めてっくりました区立の

中高一貫校になります。場所ですが、ちょうど靖国神社のすぐ隣に都立九段高校という高

等学校がございますけれども、その前に校舎をつくりまして、最終的に都立九段高校と一

緒になって 6 年間の中高一貫校になっていく予定です。私は本当に普通の中学校の教員な

のですけれども、開設準備担当ということで、今年 1 年間、千代田区役所のほうに配属さ

れまして、他の教員と一緒に開校準備にあたっておりました。中高一貫校なのですけれど

も、平成 11 年から文科省が国内に 511 校、開校するという予定で始められた事業で、東

京都では平成 22 年までに 11 校が開校される予定です。

他の東京都の中高一貫校はすべて都立の中高一貫校なのですけれども、本校のみが区立

の中高一貫校で、区の中で事業を行うということで、本当に区役所の皆様にはご苦労、そ

してご便宜を図っていただいております。私は今までずっと学校の教員として 20 年以上

勤めておりまして、今回生まれて初めて区役所の中に勤務させていただきました。こちら

の会場に区の方が来ていらっしゃるので言うわけではありませんけれども、例えば今まで

学校の中で仕事をしていると、先ほど企業の文化、行政の文化、学校の文化というお話が

ずいぶん出ておりましたけれども、やっぱり違うんです。

今まで学校の中にいると、例えば子どもが泣いている、あるいは子どもが喧嘩をしてい

る、あるいは子どもが授業でわかる、わからない。そこら辺を見て、私たちが、じゃあ、

今すぐ何をしなければいけないのか。だから教員というのはすぐに子どもの状態を見て、

じゃあ、今どうする、今何ができるか。何を計画するということも必要ですけれども、そ

れより目の前にいる子供たちをどうにかするというかたちで動く。だからすぐにやる。そ

れで何かどうしても区役所を何に連絡を取らなければいけないなという時に、なぜ区はす

ぐ動いてくれないんだろうなんて勝手に思っていました。

けれども区の中に入っていく。どういうことか。例えば区役所の人たちというのは、当

然ですけれども、ペーパーで予算を上げて、計画を上げて、それを出して予算を通して仕

事を執行する。当たり前のことかも知れませんけれども、そのペーパーが例えば自分がつ

くったものであっても、これは企業の方もよくおわかりになっていらっしゃると思います

けれども、自分がつくったものが、例え自分の手を離れたとしても、その A4 の紙 1枚に
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書かれたものが誰にでも理解ができる。そして、それが事業化されていく。例えば自分の

考えていたことが何年か先になってしまうようなことがあっても、それを必ず事業化する

ようなものをつくらなければいけない。当然時聞がかかっている。あるいは非常に間接的

である。学校の子どもにすぐに何かをやらなければいけない教員とはずいぶん立場が違う

のだなということを、本当にこの 1 年間で実感しました。ですから、そこの間でうまく話

をつけて一緒に仕事をしていく。あるいはそういうきちっとした仕事のやり方を見せてい

ただいて、非常に教員としていろいろ勉強することができた 1 年間だと思っています。

そして、そういうかたちで学校をつくっていらっしゃる方たちに囲まれて一生懸命いろ

いろな、学校と言っても教育委員会が中心になっていますけれども、本当に営繕課であっ

たり、あるいは生活環境課であったり、いろいろな課の方が、例えば先ほどここを開けて

いたところにちょうどうちの学校が見えたのですけれども、屋上庭園をつくって下さるた

めにどういう工夫があるのかというのは、生活環境課に考えていただいて あるいはそれ

にふさわしい屋上にどういう板を敷いたらいいのかというのは営繕課の方に考えていただ

いて、最終的に校舎整備の方が予算を上げてつくっていく。区の中でどういうふうに有機

的に流れていくのか。これを目の当たりにして学校に入っていける。教員としては非常に

貴重な体験だと思っています。

中高一貫校として、それだけ多くの方がお金を出して、あるいは力を出してつくって下

さった学校です。普通区立の学校というのは義務教育の中学校で終わりで、中学校の卒業

式をするときに、必ず私たちが言いますけれども、皆さんは保護者の皆さんと地域の皆さ

んに見守られて、ここから卒業していきますという言い方をします。ですが、うちの学校

だけはその地域に見守られるのが義務教育だけではなく、もう 3 年間、もうちょっと大人

に近づいた 3 年間を地域の中に過ごすことができます。

このカリキュラムの中を見ていただくと勉強ばかりしているような学校ではありますけ

れども、ただ勉強だけをしているのでは、たぶん地域に貢献できる、あるいは大人として

きちんとやっていく子どもたちになってし、かないだろう。ですからもっとより社会に役に

立つ、あるいは自分で仕事をしていく時、あるいはもう少し上の学校や大学に行く時に、

もっと目的を持って勉強していきたい、あるいは仕事をしていきたい、そのために勉強を

するという仕掛けをつくるために、前輪の学習と後輸の体験、その体験を一体どこに向か

つて生かしていくのか、そういうことを考えて、今カリキュラムづくりをしております。

そして今年の 2 月に、適性検査という名前で区の学校としては初めての入試なのですけ

れども、検査を行いまして、今度 4 月に入ってくる 1 年生、 160 人を選抜させていただき

ました。そしてこの種なのですけれども、これがその時に使った問題です。これがその時

の問題文です。「ビニール袋から種を取り出して、よく観察して、次の間いに答えて下さい」

という問題です。

この会場にも結構大学生の方がいらっしゃいますけれども、これで遊んだ経験がある方、

どれくらいいらっしゃいますか。これで遊んだことがあります。あるいは原っぱに行って

遊びました。そうしたら付いてきました。これを初めて見るという方、どれくらいいます

か。けっこうお年を召していらっしゃる方も初めてという方がいらっしゃるようですけれ

ども、正式に言うとオオオナモミといいます。
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袋からなぜ取り出して欲しし、かというと、出していただくとよくわかるのですけれども、

まず始めにこの種を観察してスケッチをする。見ていただくとまずこの種には特徴が二つ

あります。まずーっはこの種のイガイガが出ているのですけれども、この先ですが、一つ

一つがフックのように曲がっているんです。そしてよりよく他の動物とか、あるいは人間

にくっついて、どこか遠くまで運ばれていって、じゃあ、また私も芽吹こうと考えている

らしくて、真ん中のところがクワガタの頭のようなのですけれども、ちゃんと二つに尖っ

ている。これが特徴です。この問題を出させていただきました。

当初考えていた時には、非常にこの問題は自分たちにしては工夫がされている、オナモ

ミなんかどこにでも落ちているから、全然大丈夫だろうと考えていました。そうしたら何

が困ったかというと、作問委員をやっている人がどこを探しても、これが見つからないの

です。イメージとして子どものころ原っぱに行って遊んだら、この辺に付いていた。だか

ら 1 万や 2 万は簡単に見つかるに違いなし、から、当初この問題分は袋の中に三っか四つく

らい入れておいて、というふうに考えていたのですけれども、全然無いんです。 9 月くら

いの時点ではけっこう冷や汗もので、問題を変えなければいけないんじゃないか。お金で

買えるのか。いろいろなところで探求を始めましたところ、実はオナモミというふうに私

たちは呼んでいたのですけれども、正式な名前はアメリカオオオナモミ、あるいは違う種

のなんとかオオオナモミというのもありまして、現在では希少種になっているそうです。

今までは簡単にその辺で遊んでいたものなのですけれども、防犯のためということもあり

ますし、あと緑化政策として公園緑化で、公園を非常にきれいにしていくという政策のた

めに、私たちも自分たちの近隣の大きな公園に今まではあったのにと探していたのですけ

れども、全部ある一定の時期になるときれいに雑草を全部刈り取ってしまうのです。皇居

でもそうでしたし、私の住んでいる地域以外でも多摩川や江戸川や荒川などいろいろなと

ころに行って探した人が全部そこで無いというのは、ある一定の時期になると、河川敷が

きれいに丸裸にされてしまって、たしかに子どもたちが遊ぶ上で防犯上は危なくないんで

すけれども、私たちも今年に限つては、それはとても困るということで、江東区に木場公

園というところがあるのですけれども、そこに野草を特別に栽培しているところがありま

して、そこの学芸員の方に伺って、だいたいこういうところに行ったらあるだろうという

ところを聞いて探しました。

結局、はじめ狙っていた 3、4 粒というのはとても無理で、 1 粒ずつ丁寧に袋に入れて、

テストの入試問題ですからこそこそ詰めて、もし万が一、この粒よりも多く受験生がいた

らどうしよう、その時には一体どうすればいいんだと考えながら願書の当日を迎えました。

その時に考えたことは、私たちの身の回りにあるものというのは、例えば今年「オール

ウェイズJ という映画が非常にヒットになりました。東京タワーが出てくる時の日本の風

景、私も見に行ったんですけれども周り中泣いている人でいっぱいで、ほとんどが同じく

らいの年頃、あるいはもう少し上の方で、私たちにとって例えばこのオオオナモミーっと

ってみても、自分たちが子どものころに遊んだんだからあるに違いない。それがだんだん

失われていくということが、私くらいの人間にとってみると環境というのは変わってし、く。

あるいは無くなっていく。だからもしかすると、子どもたちにそれを伝える時に無くなっ

たものを取り戻そう、あるいはもっとよかったものに帰っていこうというふうな言い方を
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しているのではないか。

それに対して、今の子どもたちというのは今の環境が子どもたちの原点であり、そこか

ら何をっくり出していったらいいのか、あるいはそこから自分たちが一緒に成長するにつ

れて変わっていくもの、それは一体何なんだろう。だからもうちょっと違う立場で世の中

のこと、あるいは環境のことをみてし、かなければいけないのかなと考えました。

実際によく考えると、ちょうど私などは言ったら年齢がわかってしまいそうですけれど

も、高度経済成長とともに大人になってきたので、例えば家に初めてカラーテレビが来た

日はさすがに覚えていないのですけれども、見ると記念写真をカラーテレビと一緒に並ん

で撮っているんです、恥ずかしいことに。あるいは家に初めて何がきた あるいは高校生

のときに初めてインベーダーゲームを喫茶店に行ってやったのですけれども、例えば子ど

もにとっては生まれた時に、すぐにもうこれだけのサイズのゲームがある。それが彼らの

環境です。私たちにとってはだんだん喫茶店に行かなくても自由に遊べるようになったと

か、お家で遊べるようになったとだんだん変化してきたものが、あの子たちにとってはす

でに当たり前、携帯電話はもうはじめから世の中に存在しているもので、そこから何を考

えていくのか。それが、これから私たちが考えてし、かなければいけない環境教育ではない

かということを実感しました。

現在、あと 3 週間で開校してしまうので、とても焦っている状況なのですけれども、区

のあらゆる施設と連携して、勝手に学校のほうでは区のあらゆる企業であり、大学であり、

あるいは在外高官であり、すべてが学校の資源、教育資源だというふうに勝手に考えてお

ります。ですからここでお座りになっている皆さんも、みんな勝手に私たちは教育資源だ

ろうと思い込んでおりますので、ぜひ協力していただければありがたいなと思います。現

在、特に総合的な学習の時間を中心にして、いろいろな体験的な学習、あるいは教科の学

習を実際に活かせる学習を組もうと計画しております。

一番はじめのミッションイン千代田というのは、千代田のいろいろな企業様にご協力を

お願いして、まず子どもがいっぺん会社を訪問させていただきます。そこで企業の方に宿

題を出していただいて、それを学校に戻ってレポートにして、もういっぺん見ていただい

て、いや、こんなプレゼンの仕方ではわからないなとか、もうちょっとはっきりしゃぺら

ないとわかりにくいんだよとか、叩いていただきたい。こういう授業を計画しています。

いろいろな企業にお願いした時に いや、うちは本社だけなのでと、千代田って本当に

本社ばかりなのですけれども、というふうにけっこうお断りされるケースも多かったんで

すけれども、その会社ならではの何か課題を出して子どもに聞いてみたいというかたちで

お願いしています。例えば生命保険会社様などは、じゃあ、家から出て学校に行って帰っ

てくるまでに身の回りにどういうふうな危険があって、それをどういうふうに回避してい

くことができるか、というのを考えるという課題を出そうと思っているのですけれども、

と言われて、これは私たちにとっても非常に必要なことですし、楽しみにしております。

また九段国際会議と名付けたものは、区内の在外高官の方に協力をいただいて、子供た

ちが各国、あるいは国際機関のことを代表になって調べ、学習を国際会議で今こういう国

がこういう考えを持って生活をしている。環境的に因っている。福祉的に困っている。そ

れを各国の代表が言ったことをまとめて、それを取りまとめて日本が提案できることはな
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し、か考えていきたい。

九段カンパニーというのは英語劇を中心にした演劇公演というのを計画しています。あ

と金曜丁稚隊というのは職場体験というので、なるべく多くの会社、あるいは商店街の皆

様にお願いして丁稚に行かせてほしい。これも現在進行形で頼んでいる途中なのですけれ

ども、なかなかやっぱり中学生くらいの子たちを受け入れるのはどうかということでお断

りをされているケースがだんだん増えて、あと 3 週間なので、かなり焦っています。いろ

いろなかたちで学校の周りにある環境、あと学校の周りにあるいろいろなものを、これが

子どもたちの資源、だと考えておりますので、ぜひそういう意味で新しい学校にご協力をい

ただいて、あるいはこんなことができるんじゃないのかとアドバイスもいただけたらうれ

しいなと考えております。今日はよろしくお願いいたします。（拍手）

田中（充） ありがとうございました。新しい学校づくりの中で、こうした環境教育のよ

うな総合的な学習をどう位置付けるという話をしていただきました。一通り事例の紹介を

していただきましたので、壇上に戻っていただきましてディスカッションを進めていきた

いと思います。

6 時 48 分くらいなのですが、実は私の予定していたタイムスケジュールでは現在がだい

たい 6 時 20 分くらいということで（笑）、 30 分近く長引いています。そこでここで一言

ずっと思っていたのですが、どういたしましょうか。どうしてもここだけはフォローして

おきたいということがありましたら、パネリストの皆さんからお一言ずついただいて、さ

っそく会場のほうからご質問、この点をちょっと聞いてみたいとか、あるいはこの点につ

いて少しコメントをしてほしいというようなことがありましたら、それを伺いたいと思い

ます。まずパネリストのほうからし、かがでしょうか。何がございますでしょうか。

それでは九ノ里先生、よろしくお願いいたします。フロアの皆さんも質問用紙にどうぞ

お書きいただいて、適宜、後ろのほうにちょっと手を掲げていただければ回収に参ります

ので、どうぞよろしくお願いいたします。それでは先生、どうぞ。

九ノ里 先ほどは学校がやっている授業のご説明だけに終わったような気がしますので、

先ほど千葉大学の藤川先生の話の中で学校と企業の連携のためにというところがございま

して、じゃあ、私の学校ではどうだったかなというところをちょっとお話し申し上げると

いいのかなと思いました。

まずコーディネーターの重要性ということがありましたが、私は去年 1 年目で、教育新

聞やら、雑誌などを参考にしながら、とにかくいろいろな学校の研究発表や、環境の取り

組みイベントなどに行って参りました。そして名刺をいっぱい配ってまいりました。その

中で川崎の中学校で、私のほうのエコフェスティバルをやったような企業などが来ている

研究会がございました。そこで名刺をたくさん配らせていただいて、コネクションをとら

せていただきました。

その中で会社として環境問題を企業の環境学習とか、学校ももちろんなのですが、そう

いうものをコーディネートして下さる方がし、ましたので、その方に最後にはお世話になり

ました。それから職員もあちこちの環境の大会とか、学習会に参加するようにしました。

それで今年 2 年目がいろいろできました。

お金がかかる、学校にはお金がないというお話がありましたけれども、研究の委嘱を申
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し込んでお金をいただきました。それといろいろな企業が学校を援助して下さるものにも

応募したりということで、学校を預かるものとしてお金づくりに頑張るというのが一つの

仕事かなと思っております。

埼玉県の場合は、いろいろなリーダーバンクがありますけれども、環境教育のリーダー

パンクに登録されている方をお願いしますと、県のほうでお金を出して下さいますので、

そういうものをたくさん使わせていただきました。あとは行政のほうにも環境の担当のと

ころにも上がったり、教育委員会にももちろんお願いしたりしていますが、なかなか今は

福祉などにお金がかかりまして、環境行政は市町村や県によっても違うと思うのですけれ

ども、なかなか難しいところもありますので、学校から行政を動かそうというような気持

ちもあって、来年度は先ほどの学民ジョイントで 3 年生がやりましたが、来年は 4 年生で

グリーンカーテンの取り組みをしていき、行政を動かしていきたいと思っております。

企業の方が入って学校へ来て下さるところで、学校がどういうことで学習が必要だとい

うことをきちんと伝えて、また企業の方もそれに応えてくださるという中に、企業の方も

今回のジョイントの方も大変個人的に環境を勉強している方がいらして、それで企業の方

が、我が社ではこういうことをお宅の学校に環境教育について提供できます、というよう

なところが、プレゼンがしっかりしておりましたので、やはり最後は学校も企業さんも行

政も人なんだろうなということをつくづく思っています。

先ほど第三者機関の設立のところがありましたけれども、環境の学校版 ISO とか、やは

り一つの学校だけでは立ち上げにくい。努力はいたしますが、それを広めるためのそうい

う機関とか、 NPO というのがさらにいろいろなところに広がっていくと大変うれしいと思

っております。以上です。

田中（充） ありがとうございました。補足していただきました。今フロアからもいくつ

かご質問していただいておりますが、少し論点を絞る意味で、コーディネーターの重要性、

必要性ということ、これは藤川先生のお話にもありましたし、今日の事例報告の中にもそ

ういうお話がございました。そこで少しその点について、例えば小川さん、西宮でそうい

う先進的な取り組みを始められて、しかも企業とうまく連携しながらと。そうした点を踏

まえながらコーディネーターの重要性、あるいはコーディネーターの要件、こんなことを

コーディネーターというのは求められるのではないか。その点、少し何かコメントがござ

いましたらご紹介いただけますでしょうか。

小川 まずコーディネーターという役割を誰がどの時点で、どう担っていくのかというこ

とだと思うんですが、西宮の場合、子ども環境活動支援協会をつくる際のコーディネータ

ーは行政であったということです。それとそのときにキリンビールの社員の方が 2 年間、

ボランティア休業制度をとって市民スタッフとして、先ほどの EWC という子どもの環境

活動の事務局に入っていただきました。彼と私とで協会を設立する準備をしてきた。そう

いう点では行政の旗振りの中で、そういう企業の方も個人として参加していただいたとい

うことはございます。

ただ、行政がずっとコーディネーターの役割を担うのがいいのかどうかという点では、

やっぱり行政主導型のものよりも民主導のほうに持っていくのが本来のカを付けるという

点では大事なことですので、これは学校でも同じだと思うのです。ですから、先生がいつ
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までも音頭をとって頑張ったのではなかなかだめで、本来担うべき親であったり、地域で

あったりというところにコーディネーターの主導権が移っていくような準備も要るのかな

と。そのときの財源の問題、すべてボランティアではそれはできませんので、財源はきっ

ちり確保しながら移行していくということが大事かなと思います。

田中（充） 田中さんにちょっとお伺いしたいのですが、企業のお立場でいろいろなプロ

グラムをエネルギ一関係、環境関係、自然観察もされています。そうした時に特に学校と

お付き合いをされる時、そうしたコーディネーターのようなものをどのように配置してい

るのか。あるいはそういうものもむしろ乗り越えて、直接企業と連携しているのか、その

点をちょっとご紹介いただけますでしょうか。

田中（丈） 当社の場合はコーディネーターを介さず、直接教育支援を行っている場合が

ほとんどです。というのもさまざまな地域に、東京電力の営業拠点がありまして、そこの

担当者が直接学校のほうに出向いていって、当社のエネルギー講座の紹介をしております。

それと自然系についてはキーマンとなる方と相談することで進めています。私どもは先

ほどお話ししました全国小中学校環境教育研究会の先生などといろいろと話し合いをしな

がらさまざまなプログラムを開発したり、取り組んでおります。

問中（充） おそらく東京電力のように各地に支店を持っていて、しかもエネルギー供給

ということで環境に係わりの深い企業ですから、どうしても社員のほうもそういう意識が

ある。そういう条件が重なって、そうした取り組みが展開されているのかなと思います。

三橋先生、先ほど三橋先生のほうからコーディネーターの重要性を少しご紹介いただき

ました。グラウンドワークのように、フィールドを相手にさまざまな主体が連携をすると

いう、まさに結びつきの役が大事だと思うのですが、どうでしょうか、こんなことがそれ

にふさわしい主体かなという要件、条件が何かありましたらちょっとご紹介いただきたい

と思います。

三橋 グラウンドワークトラストの設立というのが一つハードルとしてあって、できてか

ら今度はプロジェクトといいますか、展開するというこっか三っそういうハードルがある

と思うのですが、それぞれにそういうコーディネーターの必要性があるのだろうと思いま

すが、グラウンドワークの上で言えば、行政が指導する場合と、民間でする場合といろい

ろあって、それによってどっちも性格が明らかに変わってきてしまうのです。それによっ

て企業が入りにくい、入りやすいというのがあるわけですけれども、やっぱり行政が指導

すると企業が引いてしまうとか、そういうことがあって、その辺はイギリスの場合はそれ

ぞれから中立という建前かもしれませんけれども、やっぱりある程度、企業、行政、学校、

それから一つ離れた立場でものが見られるというか、行政だとやっぱり他のところが引し、

てしまうということですから、中立的な立場ということが一つあると思います。

もう一つはやっぱりそれぞれの事情に精通しているといいますか、地域や学校のニーズ

というものが一体どの辺にあるのかとか、企業の持っているシーズはどういうことなのか

ということを見極めたうえで、こんなことができるんじゃなし、かという提案ができるとい

うことが重要になるかなと。二つくらい思いつきました。

田中（充） ありがとうございました。荒川先生、また後でちょっとお聞きしたいと思い

ます。藤川先生、藤川先生も実際にはコーディネーター的な役割を、研究者としても、 NPO
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の活動のお立場からもされているわけですが、コーディネートを今までご経験された中で、

特にこの提案は効果があった、あるいはこれは難しかったというような、そのあたりの体

験をご紹介していただけますでしょうか。

藤川 私どもの場合は大学の教育学部が基盤ですので、学校に入るのは簡単なのです。日

頃からお付き合いがありますので。ですから、もっと大学の教育系の先生や学部、学科な

どそういうところに頑張ってほしいなということがあります。他方、当初は企業さんとの

付き合いはそんなに無かったわけです。一つのポイントは九ノ里先生のさっきのお話とも

係わるのですが、自分で動くとか発信するとか、そういうことをやっていれば、どんどん

知り合いが増えますね。そういうネットワークが大事になると思います。

企業の方々とお付き合いをするようになってよくわかったのは、 1 回名刺交換をすれば、

もう知り合いなんですなんですよね。これはなかなか教育界にいるとわからない感覚だっ

たのですが、企業の方にとっては常識なんでしょうけれども、 1 回ご挨拶をして名刺交換

をして、名刺を持っていれば、その人はもう知り合いで、次にはすぐに連絡をしていいと

いう暗黙のルールがありますよね。やっぱり 1 回も顔を合わせていない方にアプローチす

るのはすごく大変ですけれども、 1 回名刺交換した方にはアプローチしやすいというよう

なこともあります。

あるいは自分たちが何をやっているのかということはとても大事で こんなことをやっ

て、こういうところに発表しましたとか、こういうところで報道されましたとか、そうい

うものを持っていれば、わかってもらいやすいですよね。発信し続けるというか、動き続

けるというのがポイントなのかなと思います。

ついでに先ほどご質問いただいた点について一言申し上げますが、子どもも含めて地域

に愛着を感じない人々に社会の目があるから、地球の環境のためなどと言って進める環境

教育から、地域を愛する、だから地域をつくり続けるというふうになるような環境教育に

するにはどうしたらいいか。非常に根本的な良い問いだと思うんですけれども、私が思う

に、愛してほしければ愛そうということだと思います。大人の側が地域をどれだけ愛して

いるだろうか。

さっき荒川先生のお話を伺って、すごく熱意を持って新しい学校をつくっておられます

よね。この学校に入る生徒さんは、卒業するまでにどうなるかわかりませんけれども、少

なくとも中 1、中 2 くらいまでは、たぶん先生方一生懸命やるだろう、だから幸せだろう

という感じがしますよね。プログラムがどうこうということもありますけれども、活気と

か熱意とか誇りとか、そういうものがすごく大きな要素を占めていると思います。地域の

中にそういう活気とか熱意とか誇りとかというものがしっかりあれば、中身は何でもいい

と言うと言いすぎかもしれませんけれども、絵は何でもいし、かなという気はします。

大人が自分たちの地域を大事にして、おもしろいことをやろうと思って楽しんでやって

いる。そして自分たちで情報を発信していろいろな人を連れてくる。閉じては駄目ですよ

ね。外部の人をどんどん連れてきて何か話をしてもらうとか、一緒にやってもらうとかと

いう機会をつくれば、きっと楽しくなって子どもたちも地域を愛してもいし、かなというふ

うに思うかなと思います。

もう一つですが、企業の人が出前講座をする、出前の授業をやる場合に、企業の人材の
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確保、人材の質の確保、つまりちゃんと子どもに接する人をどうやって養成するか、これ

はどうすればいいんでしょうかというご質問があるのですが、これは基本的には教育関係

者がやればいいんです。子どもとちゃんと接するとかというのは。だから最初はあまり企

業の人に任せないで、企業の人には決まった役割をやってもらう。この体験は企業の方に

お任せしますとか、この説明はしてくださいとか、子どもの質問にこうやって答えて下さ

いねというのはお任せしますが、授業の構成とか、子ども一人ひとりへのフォローとかそ

ういうのは教師がやればいいんです。

だからそういう意味で役割分担をしっかりするということがまず前提で、その上で部分

的に教室に入るということ、そしてそこでおもしろい授業が展開されるということを何度

か経験していただければ、企業の方はその分野で一生懸命やっていらっしゃる方ですから、

数回の経験を経れば自分でもこんなふうにできますよというふうになってくると思います。

少しずつやって真似をしてうまくなるというのも学習の基本ですので、それでいいんじゃ

ないかと思います。

問中（充） ありがとうございました。なかなか的確な、非常に示唆に富むお話だったと

思います。さて、荒川先生、少しご質問が来ております。これは会場から来ているのです

が、つまり学校側として企業から人材を派遣してもらう、あるいは教材を提供してもらう。

どちらのほうが受け入れやすいでしょうか。つまり人材なのか、教材なのか、非常に単純

化したご質問なのですが。また効果はどちらのほうがより高いとお考えですか、というご

質問もいただいていますが、どうでしょうか。

荒川 前任校でも結構企業の方に来ていただいて、私は社会科なのですけれども、授業に

携わっていただいたことがございます。例えば藤川先生がおっしゃったように、本当に子

どもの指導、フォローは教員がやるので、ここの部分は本物の企業の方に来ていただかな

いと教材として価値がないという時があるのです、ポイント、ポイントで。ですから、や

はり子どもにすごく効果があって、本当に目が開かれるのは教材よりも人材です。

教材の提供も本当にうれしいですし、よくそれをつくり直して使った。本当にいい教材、

プレゼンのやり方とか ああ、こういうふうにやっていらっしゃるんだ、学校は遅れてい

るな、とかといういい教材もありますけれども、やっぱりここのポイントで教員でもなく、

親でもなく、一企業人、あるいは行政の方が来て、ほんの 15 分でも語りかけていただけ

るということは、ものすごく子どもにとって効果があることだと思います。

問中（充） ありがとうございました。それでは小川さん、その関係で。

小川 ちょっと先ほど言い忘れたんですが、兵庫県は 7 年前から中学校 2 年生が毎年 1 週

間、学校に行かずに地域で学ぶということをやっているんです。 トライアルウィークとい

うものですが、最初は地域の PTA とか、団体の方と先生が一緒になって受け入れ先を探す

というので本当に苦労されたのですが、もう 7 年目に入ってくると、大概の子どもたちが

1 週間地域で学ぶ、それはスーパーマーケットであったり、保育所であったり、行政であ

ったり、福祉団体であったりするんですけれども、それは兵庫県下では全部でやっている

んです。神戸市でも西宮市でも尼崎市でも全部でやっています。ですから西宮、兵庫県下

の企業さんはとにかく毎年どこかの学校の子どもを受け入れて、一緒に何かをしなければ

いけない。これが積み重なってきていますから、ある程度、慣れの部分もあるんだと思う
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のです。

仮にそれを千代田区でやったとしたらどうなるのか。受け皿はいっぱいありますから、

子どもが行くところを選べるという状態なのかもしれませんけれども、そういう地域の中

に協議会ができてくると、それは先生も大変ですけれども、一度動き出すと、地域も一緒

になって回っていくというのが一つあるかなと思います。

もう一つは、なぜ西宮で企業の方に学校に入っていただきたかったか、一番大きな狙い

は子どもたちが小学校、幼稚園からずっと成長していくプロセスで 出会える大人の種類

といったら、教師という職種しか大学に行くまでずっと無いのです。アルバイトをして初

めて自分が働いた先がわかる。子どもも親の職業はわかるけれども、そんなのはほとんど

子どもは意識しません。ということは子どもが見る、その社会を支えている人間というの

は教師像と、あとはテレビとかに出てくるものだけで、自分の地域の中で社会を支える大

人の姿とか、産業とか見るチャンスがないんです。ということは、非常に単一の人間像と

か、生き方論しか見えてこない。

企業というのは本当に千差万別であって、それが社会全般を支えている。ということは、

多様な人の生き方とか価値観を見せられるのは企業の人たちが学校に出向かないと、子供

の人生の選択を含めて変えられないだろう。そういうところに先生も気付いてほしいし、

企業の人も社会を支えるという役割もしてほしいなというのが、西宮の企業の方を学校に

導いていく一つの導入というか、一番大きな意義だと思うんです。環境のことを伝えると

かというのはこの次で、やっぱりその真剣さとか、本当に企業の人たちの役割というのは

そこにあるんじゃないかと思っています。

田中（充） 関連してフロアからご質問をいただいております。今後の事業展開で、小川

さんのところではそういった市民教育をした場合、非常に若い世代から、子どもたちから

お年寄りまで世代間のネットワークが必要になってくるんじゃないか。世代間のつながり

をどのようにやってし、かれるご予定ですか、お考えの中にありますでしょうか、というご

質問をいただいておりますので、併せて。

小川 世代間というのはなかなかいろいろなジャンルで、やっています。昔遊びとか、これ

はいろいろなジャンルで、やっているんですが、環境の分野でいいますと、私たちは一つは

防災教育と環境教育をひっつけて地域を知ってもらうための活動を、今大人を対象にやっ

ています。特に企業で働いておられた方々は地域をほとんど知らないということで、 60 に

なってから地域に関心を持たれる方が多いです。もう一度地域の歴史、自然、文化、危な

いところ、そういったものを歩いて知っていただいて、それを学校で授業でやっていただ

くとか、他の市民に伝えていく、若い世代に伝えていくということから、町をもうちょっ

と見直す、町を愛するということも含めて、そこで係わっていただくのが一つです。

もう一つは、そういう全市的なプロジェクト的なものを今度はさっき言いましたコミュ

ニティ単位に落としていきながら、そこで地域のいろいろな環境だけではない、福祉や教

育というところまで含めた地域団体の方、ここには年齢層の高い人たちもいますし、そこ

に若い層を、中学生とか高校生を巻き込みながら町に関心を持ってもらう取り組みを協働

できるような仕組み、最終的にはそこにし、かないと、どうしても生活の範囲から超えてし

まうと、やっぱり自分の中に落ち込まないと思うのです、そういうベースのところで、ど
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う教育分野と連携できるかということも考えたいと思います。

田中（充） ありがとうございました。田中さんにもお二人からご質問をいただいており

まして、一つは具体的にエネルギー講座、あるいは出前講座のプログラムの作成、あるい

は講師の養成、先ほどちょっとお触れになりましたけれども、どのようにされているか。

これは社内的な人材の育成ということになるんでしょうね。プログラムづくり、これが質

問の一つです。

東京電力は環境教育に力を入れていると伺いました。この点、企業の立場からすると、

社会貢献、あるいは環境保全活動、どういう分野に当社としては重きを置かれているでし

ょうかというご質問、合わせて二つの質問にお答えいただけますでしょうか。

田中（丈） まず最初の質問になります講師の養成ですが、これはエネルギ一分野につい

ては、当社事業に直接係わる分野で、ある意味専門家です。それぞれの営業拠点が独自に

持っているノウハウを継承したり、環境分野に特化した内容については私ども環境部がパ

ワーポイントの教材を提供するなど支援しています。自然系については、今までプロの先

生方、あるいは森林インストラクターなど NGO の方々と協力して自然観察会を行ってい

たのですが、もうそろそろ自分たち発電所の敷地の中、つまり庭みたいなところでは自分

たちだけで自然の解説ができなければいけないのではなし、かということで、今年というか、

実は来週ですが、社員を対象とした自然観察指導員の養成研修を行うことになっておりま

す。この研修を受講すると社員は自然観察指導員の民間資格を得ることができ、胸を張っ

て自然観察の指導ができるというような仕組みを今つくっております。

もう一つの質問、環境教育のどの分野に力を入れているのかということでしょうか。具

体的に自然とかエネルギーとか…。

田中（充） 社会貢献、環境活動保全のどの分野に重きを置かれていますか、というご質

問なのですが。

問中（丈） 社会貢献活動として取り組んでおります。自社事業のノウハウを教育支援に

活用するといった意味では CSR の一環とも言えると思います。東京電力のブランドイメ

ージを上げようと思って環境教育をやっているわけではなくて、結局社員が自ら額に汗し

てエネルギー講座などをやっていますが、担当者は喜んで取り組んでいます。そんな社会

貢献活動を行うことで、ブランドイメージは副次的効果として後から上がってくるのでは

なし、かと思っております。

田中（充） ありがとうございました。予定の時間を 15 分ほど過ぎてしまいまして、ま

だおそらくフロアからも論点があろうかと思うのですが、一応ここでフロアとの関係では

1 回、切らせていただきまして、あと残ったご質問等は、この後交流会がございますので、

どうぞこちらにご参加ください。

荒川先生から、最後に一言ずつ身近なコメントで結構ですので、言い残した点、あるい

は補足したいことがございましたら、どうぞご紹介していただきたいと思います。

荒川 今日はどうもありがとうございました。こちらの会に参加させていただいて、本当

にあと 3 週間で焦っているところなのですけれども、新しい学校をつくっていく勇気をい

ただいたような気がします。これからどうぞよろしくお願いいたします。

三橋 時間が無かったので省略したものに、ちょっと最後に触れたいと思います。学校と
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いうものを中心に考えたときに、学芸大学の木俣先生という方が学園エコミュージアムと

いうのを、もう 10 年以上前に言われてきて、私もそれをヒントに何年か前にそういう研

究会的なことを少しやってみたのですが、子どもたち自身に学区内を見てもらって、それ

でその結果に基づいてワークショップみたいなことをやってみると けっこう学校の先生

とかが知らないこともたくさん出てくるということがわかるわけです。

今日のお話ですと、だいたい企業の方とか学校の先生方、あるいは第三者ということで

進んでいるかと思うのですが、子どもたち自身もやっぱりこういうテーマで言えば主役で

すから、ミソッカスというお話もありましたが、やはり子供の視点でこういう問題を考え

るということもぜひ必要なのかなという気はしました。

田中（充） ありがとうございました。それでは九ノ里先生、お願いいたします。

九ノ里 学校は企業さんや民間さんにお世話になるばかりではなくて、学校の中でしっか

りと子どもたちの環境教育を進めていきたいと思います。そして環境教育、その中でもや

はり社会に出て学んだことを活かせる、また環境については実際に行動できる子どもに育

てていきたいと思います。そして教員の資質の向上、校内で研修会を開くなど、さらに一

歩進めていきたいと思います。

保護者のほうはやはり一緒に授業参観やいろいろなさまざまな授業を公開していて、参

加してもらったり、先ほどのエコフェスタも手伝ってもらったりしています。夏には休み

中にわが家の環境大臣とか取り組めるものを家庭でやってもらっています。そしてその取

り組みの成果を研究発表の場で、実際に保護者にも発表してもらっています。もちろん子

どももです。

また地域と一緒にということで、ビオトープがあるのですが、学校は職員が替わる、子

どもも替わるということで地域の人と一緒にピオトープを維持していきたいなと思って、

学校、家庭、地域、保護者、すべて連携していけたらすばらしいなと思っております。今

日はありがとうございました。

田中（充） 小川さん、お願いします。

小川 きわめて個人的なことなのですが、実は私はこの 3 月で市役所は退職しまして、民

間の立場に移ろうかと思っております。一つは行政主導でいろいろな仕組みをつくってき

ても、やはり最後は民の力というのがすごく大事なのですが、行政が頑張れば頑張るだけ

民の力は弱まっているのも事実で、逆に若い人たちに、大きな企業、この市役所に入った

ら後は安泰だというのではなくて、いろいろな NPO であったり、企業であったり、行政

であったりということを渡りながら、それぞれの企業における行政力、市民における行政

力、市民の企業力、こういう能力が均等になれば世の中はずいぶん変わると思うのです。

そういうことでちょっとこの際、辞めようと思っているですが、西宮のコミュニティづ

くりは民の立場からということと、企業の環境教育への参画とか地域の参画はこれからの

時代のすごく大きな柱だと思うので、 LEAF としてそういうところに力を入れたいという

ことで、今回東京にオフィスをつくろうということになりました。またこちら方面でいろ

いろ活動する機会が出てきますので、その際はぜひお声をかけていただければと思います。

よろしくお願いします。

田中（充） ありがとうございました。大変日本の市民社会にとっては心強い援軍を得た
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ような気がいたします。それでは田中さん、どうぞ。

田中（丈） 最後になりましたが、今回いろいろ環境教育支援ということでお話しさせて

いただきましたが、企業の中にはそれ以外にもいろいろな資源があって、そういうものを

うまく利用していただければなと思っております。例えば、私どもの環境教育支援の体系

図には入れておりませんが、皆様にお配りした C02 ダイエット宣言があります。これは

東京電力が事務局になって環境省や経産省の方々と一緒になって取り組んでいる C02 削

減手法です。 20 人の宣言者が集まりますと、事務局から学校に苗木 1 本を贈るという仕

組みになっており、多くの方々に参加いただいております。

こういう仕組みをうまく活用していただいたり、あるいはグリーン電力基金といいまし

て、毎月 500 円、皆さん方からご寄付をいただき、当社からの同額の寄付とあわせて、自

然エネルギーである太陽光、風力発電の支援をする仕組みがあります。この仕組みに環境

教育目的のために使える助成金が 200 万円ほどありますので、こういうお金をうまく使い

ながら環境教育を進めていっていただければと思っております。

田中（充） ありがとうございました。会場にぜひご発言、コメントいただきたい参加者

がいらっしゃいます。東京都の教育委員会の梶野さんがお見えになっています。梶野さん、

指名で恐縮ですが、短いもので結構ですが、よろしくお願いいたします。

梶野 お時間が押している中で、もう振られないで帰れるかなと思っていたところなので

すが、ご紹介いただきましでありがとうございます。東京都の教育委員会の梶野と申しま

す。お手元に「みんなの生涯学習」というパンフレットを置かせていただいています。本

日は大変いい事例をいただいたのですが、こういう取り組みをされている学校は実に限ら

れた学校だというのが現実なわけです。そういういい先生たちに出会える子どもたちだけ

ではないというのがまた一方での現実で、何とかそういう裾野を広げていく取り組みが都

のほうでできないかということで、東京都でも地域教育推進ネットワーク東京都協議会を

開いてもらうと書いであるんですが、そうやって学校を取り巻く外部の支援者のネットワ

ークを図って、さまざまなかたちでプロジェクトを展開していこうというような取り組み

を、昨年の 8 月から発足させて取り組んでいるところです。

またこういった機会にさまざまなネットワークとか、皆さん方の情報などをお待ちして

おりますので、ぜひご協力いただけたらと。都のほうのホームページのアドレスも書いで

ありますので、そこで今どのような取り組みをやっているか、ということは少し紹介して

いますのでご覧いただけたらと思います。今日はどうもありがとうございました。また法

政大学とも連携をさせていただけたらと思っております。ありがとうございました。

問中（充） ありがとうございました。さて、もう本当にこれで終わりにさせていただき

ます。私から最後に一言だけ申し上げさせていただきまして、締めの言葉とさせていただ

きます。実は私どもは主催する立場で、持続可能な社会に向けて協働する地域社会、そし

て企業と学校が連携する環境教育、これをテーマに今回こうしたシンポジウムを開催させ

ていただきました。私自身は、実は今日のシンポジウムは非常に学ぶことが多くて、企業

が持っているポテンシャリティといいますか、可能性、あるいは分厚い資源、学校が求め

ている課題というものがある。そこで企業と学校が連携するという非常に大きな可能性を

見い出すことができました。おそらくお聞きになられた参加者の皆さんも、少なくともこ
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の話を開く前よりははるかにそういう点について 思いが深まったのではなし、かと思って

います。

とはいっても、やっぱりそれぞれに課題が残っているなという思いもまた深くしたと思

います。企業におかれては、それぞれ職場があり、あるいは施設があり、そして用地があ

る。人材もいる D しかし私自身、ちょっと求めたいところは従業員に対する、まさに環境

教育はしっかりやってほしい。先ほども藤川先生から人材が大事だ、生き生きと、しかも

自分のやっていることが、勤めていることが社会に役立っている、そういう働く姿を見る

ことが、子どもにとって最高のいわば教育である。こういう話もありまして、やっぱり企

業のお立場からすれば学校教育との連携もありますし、同時に会社の中での従業員教育も

大変重要ではないか。そんな思いがしております。

今日は残念ながら、実は学校関係者のご参加が非常に少なかったようです。このシンポ

ジウムは時間を繰り下げて開催させていただいた次第は、できるだけ多くの、特に区内の

小学校、中学校の学校関係者のご参加いただきたいという思いで企画をさせていただいた

のですが、やっぱり何しろ多忙であるということ、それから思いのほか企業に対する抵抗

感なり、警戒感というものが強し、かなと、そういうところがありまして さまざまなメニ

ューの中でどういうことを取捨選択したらいいのか、まだまだ手探りのところがあるよう

に思いました。

そういう点では民間ということ、あるし、は NPO ということになるのか、第三者機関と

いうことになるかもしれませんが、やっぱりそのコーディネーターの役割が重要であるし、

そこがいわばこうした企業と学校の連携の鍵を握っている。今日の討論を通じてそういう

思いを新たにしたところです。

まだこの千代田学の取り組みは今年で 2 年目ですが、今年の成果を受けて、さらに来年

平成 18 (2006 ）年度も継続していく予定です。どうぞご出席の皆さん、またそうした中

でご協力なり、あるいはご支援をいただいて、またこの千代田学のこうしたことがさらに

地域社会に反映して、よりよい地域社会の実現につながっていったらいいなと思います。

ごくごく簡単で恐縮でしたけれども、このシンポジウムを終わるにあたりまして、私か

らの締めの言葉とさせていただきます。どうも本日は熱心なご参加ありがとうございまし

た。（拍手）

司会 ありがとうごさいました。この討議の続きはぜひ交流会の会場でもお願いしたいと

思います。

それでは最後に閉会のご挨拶を法政大学人間環境学部教授、ならびに千代田学プロジェ

クト代表、石神隆より申し上げます。よろしくお願いいたします。

石神 今日はありがとうございました。もう時聞が経ってしまって、屋上屋を重ねるよう

なご挨拶ですけれども、ご報告者の皆様、そして会場の皆様、本当にありがとうございま

した。このお礼と、それからお誘いをぜひともさせていただきたいと思います。来年度、

平成 18 (2006 ）年度、この千代田学の延長として、いよいよ R&D でいきますと、研究

開発の段階から少し実証実験の段階に入ろうかなと思っておりまして、一つは先ほどから

お話がありましたコーディネート組織を何とか設立の方向で、少し実証実験をしたいと思

っておりますし、その中で非常に効果的なカリキュラムの作成を、これまた実証しながら
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やっていきたい。なおかつ授業の実験、すでに学生が主体で授業の実験も始まりつつあり

ますけれども、こういう中でコーディネート組織、カリキュラム、そして実際の授業の実

験をさせていただく中で、一つの磨き上げた環境教育の仕組みを考えていきたい。これは

来年です。

千代田区というのは私も勉強させていただきまして、非常におもしろい地域でして、一

種のメディアなのです。 100 万人の人が集まってきて、また散る。そして、例えば上場会

社としては国際的な企業が 300 社もある。さらにいろいろな会社があるわけでして、国際

的な広がりを持った地域です。一種のメディアですので、ここでいろいろ実験ができる。

大変おもしろいところなのかなと考えております。

ということで、ぜひとも皆様と一緒にこれをやっていきたいと。法政大学はオープンユ

ニバーシティというのを標携しておりますので、学部の中、大学の中で閉じたかたちでは

なくて、皆様と一緒にいろいろ作業、研究をしていきたい。これが一つのモットーですの

で、千代田学を主催する地域研究センターは地域に対して大学は何ができるのか、また地

域の皆様といろいろと手をつないで何ができるのか、これが一つのテーマですので、ぜひ

とも新しい千代田区での実験に皆様一緒にご参加願いたいと思うわけです。今日は本当に

ありがとうございました。（拍手）

司会 ありがとうございました。以上をもちまして本日のプログラムをすべて終了いたし

ます。

（完）
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